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1 1 広報紙など
の媒体を通
じた啓発の
推進

あらゆる年代や立場
の人が男女共同参画
への理解を深めるた
め、広報紙などの媒
体を通じて啓発を進
めます

門真市男女共同参
画推進条例や第２
次かどま男女共同
参画プランの周知

①市のホームページに「第2次プラン」と
「条例」を掲載、また、男女研究講座等で
講座参加者等に周知啓発を行った

②「第2次プラン」と「条例」がホームペー
ジにより市民の方に見えるようになり啓発
効果が向上した

③ホームページでは市内全戸に届かないた
め「広報かどま」により公共機関で閲覧可
能と周知する

門真市男女共同参画推
進条例や第２次かどま
男女共同参画プランの
周知に努めるととも
に、各課の24年度推
進状況及び25年度事
業目標並びに審議会意
見を付し、ホーム・
ページで公表する

「第2次プラ
ン」と「条例」
がホームページ
にアップされて
いることは評価
できるが、市民
の閲覧機会を増
加させる工夫が
さらに望まれる

人権政策課　

男女共同参
画に関する
認識を深め
る機会の充
実

講座などを開催し、
男女共同参画に関す
る認識を深める機会
の充実に努めます

男女共同参画研究
講座の実施

①男女共同参画週間である6月23～29日の
間に三日間連続講座を実施し、市民と職員
延べ84人の参加があった

②昨年度は第2次プランができた初年度であ
るため、原点に戻った内容で講演会を実施
できた

③参加者が平成22年度161人と比較し半数
ほど減少しているため講座の参加者を増や
すための工夫をする必要がある

男女共同参画研究講座
を実施し、24年度よ
り講座の参加者が増加
するよう周知し、男女
共同参画に関する認識
を深める機会の充実に
努める

参加者数を増加
させるために、
どのような工夫
が考えられるの
かを具体的に検
討する必要があ
る。「研究講
座」という名称
は、少し敷居が
高いように思え
る

人権政策課　

人 権 尊 重 意
識 を 高 め る
機会の充実

講座などを開催し、
人権尊重意識を高め
る機会の充実に努め
ます。また、性的マ
イノリティや性の多
様性も含め、人権尊
重意識を高めるため
の機会の確保とその
内容の充実に努めま
す

門真市人権講座
「ともに生きる」
を年内６回の開催

①様々な人権に関するテーマで講演会を開
催し、参加者数は延べ171人であった

②目標どおり年内６回の開催目標を達成で
きた

③開催時期の精査を行い、年度内で設定さ
れている月間や週間に合わせる方法、例え
ば「憲法週間」に講座を開催することで講
座の開催目的が明確になり、参加者にわか
りやすい講座を開催することができ受講者
増を目指す

人権講座の開催時期や
時間帯の精査を行い、
24年度より参加者が
増加するような工夫を
加え、憲法週間、平和
事業、人権週間等さま
ざまなテーマを提供し
人権尊重意識を高める
講座になるよう努める

開催時期、開催
曜日、時間帯な
どの工夫をし
て、参加者数を
増加させていた
だきたい

人権政策課　

担当課

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

方針 施策
施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成24年度の
事業目標

平成24年度の
①推進状況　②評価　③改善点

男
女
共
同
参
画
の
意
識
づ
く
り

身近な問
題とし
て、市民
に理解と
共感を広
げる

平成25年度
の事業目標

審議会の意見
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男女等の人
権を尊重し
た表現の推
進

広報紙やチラシ、パ
ンフレットなどの媒
体において、男女等
の人権を尊重した表
現の推進に努めます

広報誌やチラシ等
に男女の人権尊重
の視点から、適切
な表現を使用する
よう努めていく

①北河内人権啓発推進協議会と連携し、啓
発冊子「表現ハンドブック考えてみません
かよりよい表現～人権尊重のために～」を
発行し、門真市内では市内公共施設にて
800部配布した

②門真市内だけではなく北河内７市で連携
し啓発冊子を配布できた

③より多くの市民に行き渡るよう配布する

広報誌やチラシ、パン
フレット等に男女の人
権尊重の視点から、適
切な表現を使用するよ
う努めるとともに、庁
内各課が行う男女の表
現行為が適切に運用さ
れているか必要な配慮
を行う

寝屋川市のよう
に、「表現ハン
ドブック考えて
みませんかより
よい表現～人権
尊重のために
～」をPDFファ
イルにして、市
のホームページ
に掲載してはど
うか

人権政策課　

2 地域団
体、企業
などと一
体となっ
た啓発を
進める

地域団体、
企業などに
対する働き
かけ

地域団体や企業など
に対し、男女共同参
画社会の実現に向け
た取り組みが推進さ
れるように、働きか
けます

固定的性別役割分
担意識に基づく慣
行の見直しについ
て啓発していく

①門真市企業人権推進連絡会、大阪企業人
権協議会と連携し啓発パンフレットの配布
や啓発講座の情報提供を進めた

②パンフレットの配布や啓発講座への情報
提供は年間を通じておおむね達成できた

③講座の参加者は延べ人数29名であったた
め、さらに参加者を増加させる必要があ
る。また門真市企業人権推進連絡会の会員
企業以外への周知も必要

門真市企業人権推進連
絡会、大阪企業人権協
議会、地域団体等との
連携を密にし、男女が
対等な立場で活躍でき
るよう啓発を進める

講座の周知はも
ちろんである
が、参加者数を
増加させるさら
なる工夫が求め
られる

人権政策課　

大 阪 府 等 関
係 機 関 と の
連 携 に よ る
男 女 共 同 参
画 に 関 す る
情 報 の 収 集
と提供

あらゆる場面で男女
共同参画の意識が醸
成されるよう、大阪
府等関係機関と連携
し、情報の収集や提
供に努めます

国や大阪府などに
おける、男女共同
参画に関する調査
結果などを市民の
方に提供していく

①内閣府発行の月刊総合情報誌「共同参
画」や平成24年版「ひとりひとりが幸せな
社会のために」の統計情報誌を人権政策課
の啓発コーナーで提供した

②情報誌の内容は、男女共同参画全般にわ
たる説明や、活き活きと活躍する女性の紹
介があり高評を得た

③情報誌の部数が少ないが市内公共施設に
提供する必要がある

国や大阪府等関係機関
との連携により、男女
共同参画に関する情報
収集に努め市民の方に
提供していく

内閣府男女共同
参画局のサイト
をリンクして、
月間総合情報誌
「共同参画」を
市のホームペー
ジから読みに行
けるようにでき
ないか

人権政策課　3 男女共同
参画に関
する情報
を収集
し、提供
する
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メ デ ィ ア を
活 用 し た 男
女 共 同 参 画
の推進

メディアの発信する
内容を主体的に選択
し、読み解き、活用
できる能力の向上を
図るため、関係課や
大阪府等関係機関な
どと連携した取り組
みを進めます

国や大阪府などに
おける、男女共同
参画に関する調査
結果などを市民に
提供していく

①大阪府発行の人権情報ガイド「ゆまにて
なにわ」を人権政策課の啓発コーナーで提
供した

②情報誌の内容は、同和問題、女性、障が
い者、高齢者、子ども等に関する人権問題
全般にわたる解説が紹介されており人権情
報ガイドとして高評を得た

③情報誌の部数が少ないが市内公共施設に
提供する必要がある

内閣府が発信する、共
同参画に関する情報誌
「共同参画」の部数を
増やしたうえで市内公
共施設に提供していく

大阪府のサイト
をリンクして、
人権情報ガイド
「ゆまにて」を
市のホームペー
ジから読みに行
けるようにでき
ないか

人権政策課　

男女共同参
画意識を育
む保育の推
進

保育所において、男
女共同参画と一人ひ
とりの個性の尊重を
基本とする保育を進
めます

保育所保育指針に
基づく子どもの個
性を尊重した保育
の実施

①一人ひとりの個性を尊重し、性別にとら
われず、個性を伸ばし能力を発揮できる環
境づくりを各クラスで展開した

②園生活や遊びを通じ、男女がともに遊
び、学ぶ中で個性を尊重する意識づくりが
図られた

③今後も子どもへの言葉かけなどにおい
て、性的役割分担意識をもたらさないよ
う、子どもの心の育成に配慮していく

保育所保育指針に基づ
く子どもの個性を尊重
した保育の実施

幼児の段階から
ジェンダー・バ
イアスをかけな
いように組織的
に取り組むこと
が重要である

子ども課

保育所職員
研修の充実

保育所職員に対し、
男女共同参画の視点
に立った保育が進め
られるよう、研修を
充実します

保育所職員に対す
る男女共同参画の
視点に立った保育
を推進するための
研修への参加を促
進

①保育所職員への男女平等意識の浸透のた
め、各種研修の実施、参加を図った

②全員の参加は困難であったが、研修参加
者から職員に研修内容を報告することなど
により周知を図ることができた

③今後も引き続き、研修への参加促進を図
る

保育所職員に対する男
女共同参画の視点に
立った保育を推進する
ための研修への参加を
促進

研修は非常に重
要であるので、
単年度に全員参
加が難しくて
も、複数年度内
には必ず全員が
研修を受ける体
制を整備するこ
とが望ましい

子ども課

男 女 共 同 参
画 意 識 を 育
む 教 育 の 推
進

幼稚園や学校におい
て、男女共同参画と
一人ひとりの個性の
尊重を基本とする教
育を進めます。ま
た、性別にとらわれ
ず、男女が主体的な
選択を可能にするた
めの個性や能力を尊
重した進路・生徒指
導を進めます

男女共同参画と一
人ひとりの個性の
尊重を基本とした
教育を推進するた
め、男女平等教育
推進委員会等で、
情報共有や意見交
流を行う

①男女平等教育推進委員会で、情報共有や
意見交流を行った。各校の取り組をこの会
議で紹介し合い、情報交換も行った

②性別にとらわれず、自分らしく生きるこ
とや個性を大切にした取り組が進んだ

③幼小中の一貫教育における校種間の連携
のもと取り組を進めていくこと

男女共同参画と一人一
人の個性の尊重を基本
とした教育を推進する
ため、男女平等教育推
進委員会等で、情報共
有や意見交流を行う

教育機関の果た
す役割は非常に
大きいので、今
後も継続して積
極的に取り組ん
でほしい

学校教育課

2 多
様
な
選
択
を
可
能
に
す
る
教
育
・
学
習
の
推
進

1 保育所・
幼稚園・
学校など
におい
て、男女
共同参画
意識を育
む
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幼 稚 園 ・ 学
校 教 職 員 研
修の充実

幼稚園・学校教職員
に対し、男女共同参
画の視点に立った教
育が進められるよ
う、研修を充実しま
す

男女平等教育推進
委員会を中心に教
職員研修の実施を
行う。

①男女平等教育推進委員会や教職員研修
で、講演会・実践報告会を行った

②各校の実践や情報を共有することによ
り、教職員の意識が高まった

③より実践的な授業や取組を各校園に広げ
ること

男女平等教育推進委員
会を中心に教職員研修
の実施を行う

実践報告会など
による各校園間
の情報共有は重
要であるので、
今後も継続して
ほしい

学校教育課

キャリア教
育の推進

子どもたちが将来の
夢や希望をしっかり
と描き、学ぶことや
働くことへの意欲や
目的をより確かなも
のにするために、引
き続き中学校で行わ
れる職場体験学習を
より充実させるとと
もに、各中学校区に
おいては、小・中学
校の一貫した系統的
なカリキュラムによ
るキャリア教育を研
究し、実践を進めま
す

一貫教育課程研究
委員会等で、小・
中学校における系
統的なカリキュラ
ムによるキャリア
教育についての研
究を進める

①各中学校区において、職場体験学習を行
い、学ぶこと・働くことに意欲や目的を持
てるような体験学習を行った

②各校区一貫教育推進協議会が中心とな
り、キャリア教育も含めた保・幼・小・中
での系統的なカリキュラムづくりが進んだ

③実践の積み重ねが今後とも必要である

一貫教育課程研究委員
会等で、保・幼・小・
中学校における系統的
なカリキュラムによる
キャリア教育について
の研究を進める

実践の積み重ね
とカリキュラム
の系統性に関す
る研究を継続し
て行うととも
に、それを市民
に積極的に広報
することが望ま
れる

学校教育課

保 護 者 に 対
す る 男 女 共
同 参 画 社 会
の 啓 発 の 推
進

保育所や幼稚園、学
校などにおける男女
共同参画や子どもに
とっての男女共同参
画などについて、Ｐ
ＴＡ活動の中で理解
を深められるよう啓
発するとともに、男
女共同参画の視点に
立った保護者会活動
などへの働きかけを
進めます。また、男
女共同参画の視点に
立った家庭教育の重
要性について、啓発
を進めます

懇談や保護者会活
動の場など、あら
ゆる機会を通じ、
保護者の男女共同
参画に向けた啓発
を推進

①懇談や保護者会活動、子どもに関する相
談を通じて、保護者の男女共同参画に向け
た啓発を推進した

②親子行事への参加、送迎、家庭が抱える
問題への対応などにおいて男女共同参画の
意識が進み、特に父親の意識が変わりつつ
あることが実感されるようになってきた

③保護者全体に理解が進むよう今後も、園
と家庭が連絡を密にする中で、あらゆる機
会をとらえ、保護者への啓発に努めていく

懇談や保護者会活動の
場など、あらゆる機会
を通じ、保護者の男女
共同参画に向けた啓発
を推進する

父親の意識が変
わりつつあるこ
とが実感できる
とのことである
が、父親の変化
の事例を保護者
の啓発に活用で
きないか

子ども課
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保 護 者 に 対
す る 男 女 共
同 参 画 社 会
の 啓 発 の 推
進

保育所や幼稚園、学
校などにおける男女
共同参画や子どもに
とっての男女共同参
画などについて、Ｐ
ＴＡ活動の中で理解
を深められるよう啓
発するとともに、男
女共同参画の視点に
立った保護者会活動
などへの働きかけを
進めます。また、男
女共同参画の視点に
立った家庭教育の重
要性について、啓発
を進めます

男女共同参画の視
点に立ったＰＴＡ
活動の実施に向
け、環境の醸成に
努める。また、男
女共同参画の視点
に立った家庭教育
の重要性について
の啓発が進むよ
う、男女平等教育
推進委員会等で、
情報共有や意見交
流を行う

①幼稚園、学校などにおける男女共同参画
や子どもにとっての男女共同参画などにつ
いて、ＰＴＡ活動の中で理解を深められる
よう啓発した

②男女共同参画の視点に立った家庭教育の
重要性についての啓発が進むよう、男女平
等教育推進委員会等で、情報共有や意見交
流を行うことができた

③より一層、取り組を進めること

男女共同参画の視点に
立ったＰＴＡ活動の実
施に向け、環境の醸成
に努める。また、男女
共同参画の視点に立っ
た家庭教育の重要性に
ついての啓発が進むよ
う、男女平等教育推進
委員会等で、情報共有
や意見交流を行う

継続して取り組
んでいただきた
い

学校教育課

男女等のエ
ンパワーメ
ントやチャ
レンジのた
めの能力開
発や学習機
会の充実

男女が個性と能力を
発揮できるように、
意識啓発を行うとと
もに、能力開発や技
術の向上のための講
座など学習機会の提
供の充実に努めます

女性セミナーを開
催していく

①女性が自信を持って社会に進出できるよ
う、ヨガやアンチエイジングについて、講
座を行った

②参加者からは好評であり、次回も参加し
たいとの声があった

③能力開発、技術の向上の視点でセミナー
を開催する

能力開発や技術の向上
のための講座など学習
機会の提供に努める

参加者からの要
望も参考にし
て、多様な学習
機会を提供して
いただきたい

地域教育文化課

男 性 の 家 庭
生 活 や 地 域
活 動 へ の 参
加 を 促 進 す
る 機 会 の 充
実

子育て期の父親のみ
ならず、退職後の男
性などが子育てや介
護、料理などが必要
になったときにも困
らないように、知識
や技術習得のための
教室を開催します

家庭教育学級を開
催していく。親子
料理教室、お父さ
んの料理教室、60
才以上のパソコン
教室等の行事で男
性の参加増を図る

①家庭教育学級として、親子料理教室、お
父さんの料理教室、60才以上のパソコン教
室を開催した。親子料理教室については、
男性の参加はなかったが、60才以上のパソ
コン教室には男性の参加者があった

②参加者からは好評であり、次回も参加し
たいとの声があった

③男性のさらなる参加増を図る

家庭教育学級として親
子料理教室を開催し、
男性の参加を促す。ま
た、お父さんの料理教
室、60才以上のパソ
コン教室等について
は、男性のさらなる参
加増を図る

親子料理教室に
男性の参加がな
かったことは残
念である。開催
日程に問題がな
かったのか再検
討されて、母
子・父子料理教
室になることを
望む。父親のた
めだけではな
く、子どものた
めでもあると考
える

地域教育文化課

2 男女共同
参画を進
める多様
な学習機
会を提供
する
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3 女
性
に
対
す
る
あ
ら
ゆ
る
暴
力

の
根
絶

1 市 民 に 対 す
る Ｄ Ｖ や セ
ク シ ュ ア
ル ・ ハ ラ ス
メ ン ト な ど
の 啓 発 の 推
進

市民に対し、ＤＶや
セクシュアル・ハラ
スメントなど、男女
間等における暴力を
なくすため、啓発を
進めます。また、売
買春やストーカーな
ど女性の人権を侵害
する行為について、
認識を高めるための
啓発を進めます

ＤＶ相談に関する
知識を深めるた
め、府内市町村の
ＤＶ担当者会議な
どで情報交換を進
める

①中北河内10市で構成された「中北河内ブ
ロック男女共同参画施策担当者会議」にて
情報交換ができた

②会議では大阪府の職員も参加しており、
府の指導や府内の市町村の現状等の情報提
供があり、情報の活用ができている

③大阪府、市町村等の関係機関と情報交換
や共有を行う会議の回数増を図る必要があ
る

男女共同参画週間研究
講座でDVやセクシュ
アル・ハラスメントの
テーマで啓発を行うと
ともに、女性に対する
暴力をなくす運動ポス
ターを掲示し啓発を進
める

問題解決のため
にも府・近隣市
町村との連携は
必要であると考
える。さらなる
情報の共有・活
用を望む

人権政策課　

企 業 に 対 す
る セ ク シ ュ
ア ル ・ ハ ラ
ス メ ン ト な
ど の 啓 発 の
推進

企業に対し、職場に
おけるセクシュア
ル・ハラスメントに
対する理解と認識を
深めるための啓発を
進めます

「職場における嫌
がらせ」、ハラス
メントが労働者の
人格などを侵害す
る人権問題を労働
問題としてパンフ
レットなどを提供
し、企業内での啓
発活動に取り組む

①門真市企業人権推進連絡会、大阪企業人
権協議会と連携し啓発パンフレットの配布
や啓発講座の情報提供を進めた

②パンフレットの配布や啓発講座への情報
提供は年間を通じておおむね達成できた

③講座の参加者は延べ人数29名であったた
め、さらに参加者を増加させる必要があ
る。また門真市企業人権推進連絡会の会員
企業以外への周知も必要

市内企業にハラスメン
トに関するＤＶＤ研修
を実施するとともに、
大阪府総合労働事務所
が発行する「職場のハ
ラスメント防止・対応
ハンドブック」を提供
し企業内での啓発活動
に取り組む

ハラスメントが
人権侵害である
ことは当然のこ
とであるが、そ
れに加えて、ハ
ラスメントは結
果的に企業損失
になるというア
ピールの仕方も
効果的であると
思われる

人権政策課　

教 職 員 に 対
す る セ ク
シ ュ ア ル ・
ハ ラ ス メ ン
ト な ど の 啓
発の推進

教職員に対し、児
童・生徒に対するセ
クシュアル・ハラス
メントを防止するた
め、児童・生徒のた
めの相談体制の整備
や、管理職をはじめ
とした教職員の研修
の充実を図ります

管理職、男女平等
教育担当教員に対
し、「門真市学校
園におけるセク
シャルハラスメン
ト防止指針」を配
付、周知を行うと
共に、相談窓口の
設置により、相談
体制の整備を行
う。

①管理職、男女平等教育担当教員に対し、
「門真市学校園におけるセクシュアル・ハ
ラスメント防止指針」を配付した

②相談の窓口となる管理職及び担当教員が
全ての学校園で配置されており、体制が整
えられている

③意識向上のために、今後も継続的な啓発
が必要である

管理職、男女平等教育
担当教員に対し、「門
真市学校園におけるセ
クシュアル・ハラスメ
ント防止指針」を配
付、周知を行うと共
に、相談窓口の設置に
より、相談体制の整備
を行う

啓発内容とし
て、被害事例の
共有も大事だと
思われる

学校教育課

暴力を許
さない社
会をつく
るための
啓発を進
める
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デートＤＶ
の啓発の推
進

若い世代などに対
し、デートＤＶにつ
いて、社会的な課題
であることの認識を
深めるため、啓発を
進めます

学校教育課と連携
し、市内の学校生
徒に、『恋人など
の親密な間柄で起
こる暴力「デート
ＤＶ」』の啓発に
取組む

①学校教育課と連携し市内の中学校におい
て「デートDV」の講演等の実施を予定した
が開催できなかった

②学校教育課と中学校との協議を進める体
制作りができていない

③学校教育課と中学校と協議する体制作り
を進め、「デートＤＶ」のDVDを使用した
研修等に取り組んでいく

学校教育課と連携し、
市内にある6つの中学
校でデートＤＶに関す
る啓発講演会を開催す
る

どのような経緯
で講演等が実施
できなかったの
か不明だが、
「デート」と言
う文言がネック
であったのな
ら、人権教育の
中で（特に異性
の）相互理解と
いう内容で扱え
ば可能なように
思える

人権政策課　

母 子 保 健 事
業 な ど を 通
じたDV防止
の 啓 発 や 相
談の充実

妊産婦やその配偶者
に対し、母子健康手
帳の交付や乳児家庭
全戸訪問などの機会
に啓発や相談を進め
ます

窓口にパンフレッ
トなどを設置し、
啓発に努めます

①窓口でDV相談開設を行っている担当窓口
を掲載したパンフレットを設置した

②DV防止等を担当する窓口の紹介ができた

③DV窓口の周知を進め関係課との連携に努
める

窓口にパンフレットな
どを設置し啓発に努め
る

子どもに神経が
行きがちな時期
であるが、相談
窓口の紹介がで
きていることは
早期の問題発見
に役立つと思わ
れる

健康増進課

学 校 な ど に
お け る 人 権
教育の推進

児童・生徒に対し、
小・中学校において
暴力を許さない心を
育む人権教育を進め
ます

小・中学校におい
て暴力を許さない
心を育む人権教育
に取り組む。

①各学校の取り組を集約し、各校に資料と
して配付した

②暴力を許さない心を育む人権教育を推進
できた

③なお生起する事案について、一人一人を
大切にしながら、対応していくこと

小・中学校において暴
力を許さない心を育む
人権教育に取り組む

暴力被害者が暴
力加害者になら
ないように、提
示された改善点
を十分に推進で
きることを望む

学校教育課

医 療 ・ 保
健 ・ 福 祉 関
係 者 や 保 健
福 祉 施 設 、
地 域 団 体 な
ど に 対 す る
周知

医師会や保健福祉セ
ンター、民生委員児
童委員、校区福祉委
員会などに対し、Ｄ
Ｖをはじめ児童虐待
や高齢者虐待、障が
い者虐待など、暴力
被害者を見逃さない
ように、通報窓口や
通報方法などの周知
を図ります

関係課・関係団体
と連携し、当課所
管の門真市民生委
員児童委員協議
会、門真市社会福
祉協議会、CSW等
の団体、担い手に
対する関連情報の
提供に努めます。

①児童虐待等の通報窓口について、毎月の
定例会などで各団体に周知を行ってきた。
また、新たな情報がある度に広報紙等で周
知に努めている

②定例会、広報紙等の周知により各団体に
相談の問い合わせがくるようになった

③市内で情報が行き届いていないところも
あるので、今後も引き続き更なる周知を行
うよう努める必要がある

関係課・関係団体と連
携し、当課所管の門真
市民生委員児童委員協
議会、門真市社会福祉
協議会、CSW等の団
体、担い手に対する関
連情報の提供に努める

相談の問い合わ
せがくるように
なったとのこ
と、情報提供の
周知が成功しつ
つあることがう
かがえる

福祉政策課
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被 害 者 を 発
見 し や す い
立 場 に あ る
職 員 に 対 す
る情報提供

ＤVや虐待に対して
適切な対応ができる
ように、関係課の相
談窓口職員や教職員
などのスキルアップ
を図るため、情報を
収集し、提供します

ＤＶ相談に関し
て、月1回庁内関係
各課担当者で相談
内容の情報交換を
進めている

①門真市人権協会の相談員が年6回定例の
ケース検討会議を実施しており、その中に
市職員が加わることで情報交換を進めた

②ケース検討会議では様々な内容を取り上
げることができ情報交換のできるよい機会
となっている

③目標である月1回の情報交換をする機会が
できなかった

大阪府等が開催するＤ
Ｖ等会議に相談員を参
加させ相談員のスキル
アップを図るととも
に、庁内関係課との定
例会を充実させる

担当者の意識、
スキルの高さ
が、問題の早期
発見に繋がると
思われる。担当
者のスキルアッ
プに期待したい

人権政策課　

女 性 に 対 す
る 暴 力 表 現
を 含 む 屋 外
広 告 物 の な
い ま ち づ く
りの推進

女性に対する暴力表
現を含む屋外広告物
に対し、門真市美し
いまちづくり推進協
議会や地域団体と連
携し、指導、警告、
撤去活動を進めます

美しい街づくり推
進協議会不法屋外
広告物対策部会と
連携し継続的な活
動を行う

①美しいまちづくり推進協議会不法屋外広
告物部会において、毎月１回門真市駅周辺
の広告物撤去活動と啓発活動を行ってい
る。また、地域住民と連携し、自治体での
撤去活動も行っている

②以前よりも掲出されている広告物の数が
減り、景観も良くなった

③より多くの市民に周知するための工夫が
必要である

広報紙やホームページ
以外でも市民周知を図
り、撤去活動や美化活
動の推進に努めていく

目に見えて景観
が良くなれば、
問題広告物に対
する麻痺状態に
気づき、加速度
的に問題物も
減っていくと思
われる

環境対策課

2 相談窓口の
周知

広報紙をはじめホー
ムページやパンフ
レット、講座、母子
保健事業などさまざ
まな媒体や機会を通
じて、相談窓口の周
知を図ります

定期的に広報紙を
中心に各種相談の
紹介を進めている

①広報かどま4月号、9月号、10月号、12
月号、毎年12月に発刊している「人権週間
特集号」に相談窓口の記事を掲載、また市
ＨＰに相談窓口の内容を掲載した

②定期的に相談窓口の記事を掲載できた

③さらなる周知の充実が必要である

定期的に広報紙やホー
ムぺージを中心に、女
性のための相談、人権
相談、人権擁護委員に
よる相談等の周知を図
り相談体制の充実を目
指す

府、その他の相
談窓口も視野に
入れた周知の仕
方も有効かと思
われる。（担当
職員の守秘義務
に対する不安が
あるかもしれな
い）

人権政策課　

相談窓口の
周知

広報紙をはじめホー
ムページやパンフ
レット、講座、母子
保健事業などさまざ
まな媒体や機会を通
じて、相談窓口の周
知を図ります

母子保健事業等を
通して、引続き相
談窓口の周知を図
る

①母子保健事業などの機会を通じて、DVの
相談窓口の周知を図った

②保健師が担当する支援中の母子等にDV等
早期に相談対応ができた

③さらに窓口、家庭訪問においてDVの周知
を行い、虐待等他市町村との連絡を充実す
る

1歳6ヶ月児健診や経
過観察検診時等におい
て相談窓口の周知を図
るとともに、家庭訪問
時等においても必要な
人へ情報提供に努める

今後は、状況を
察知し、ピンポ
イントに対応し
て い く よ う に
なっていくと思
われる

健康増進課

安心して
相談でき
る体制を
充実する
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相 談 機 能 の
充 実 と 窓 口
の 連 携 の 強
化

DVなどの被害者が
抱える悩みや暴力に
対して適切に対応
し、被害者の心身の
ケアに努めるととも
に、相談機能の充実
と窓口の連携の強化
を図ります

人権相談や女性の
ための相談、人権
擁護委員による相
談などを実施して
いる

①各相談窓口の相談件数
人権相談156件
女性のための相談９件
人権擁護委員の相談5件

②人権相談に関しては毎年100件以上の相
談件数があるが、女性のための相談、人権
擁護委員の相談は件数が10件未満である。

③人権相談、人権擁護委員の相談、女性の
ための相談の相談窓口等のチラシを、イベ
ントや人権講座開催時に配布し周知してい
く必要がある

人権相談や女性のため
の相談、人権擁護委員
による相談の相談窓口
等のチラシをイベント
等で配布するととも
に、引き続き庁内関係
課との連携の充実を図
る

相談すべき内容
だとの認識がな
い場合もあり得
るのではない
か。チラシの内
容の再点検も必
要かもしれない

人権政策課　

警 察 や 医 療
機 関 、 大 阪
府 等 関 係 機
関 と の 連 携
の強化

DVなどの課題の解
決に向けた取り組み
を進めるために、警
察や医療機関、大阪
府等関係機関との連
携の強化に努めます

警察署や大阪府等
関係機関との連携
強化を図る

①警察や医療機関、大阪府等関係機関との
連携の強化を図った

②警察や医療機関、大阪府女性相談セン
ターとの連携の強化を図り相談者の希望に
沿える対応ができた。

③関係各課と相談員で構成する定例会での
事例検討会議等で情報共有の充実を図る必
要がある

DV被害者とその家族
などの安全を確保する
ため、引き続き関係機
関と連携を図り、相談
員で構成する定例会で
情報共有の充実を図る

さらなる連携の
強化により、ス
ピーディな対応
を期待する

人権政策課　

子 ど も に 関
す る 相 談 体
制の充実

子どもに関する相談
を通じ、その家庭が
抱える問題につい
て、適切に対応し、
支援に努めます

相談体制の充実を
図り関係各課及び
関係機関との連携
強化に努める

①相談者のニーズに応じ適切な助言、指導
及び援助ができるよう、相談体制の充実を
図り、関係各課及び関係機関との連携強化
に努めた

②関係各課及び関係機関等との連携によ
り、相談者に対して適切なサービスの提供
を行った

③相談先の周知啓発を推進するとともに、
相談者のニーズに対応するため、関係各課
及び関係機関の円滑な連携を図り、効果的
な援助に努める

相談体制の充実を図り
関係各課及び関係機関
との連携強化に努める

学校保健室がど
の程度の踏み込
みが可能なのか
分からないが、
早期に問題を察
知する部署かも
しれない

子ども課
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高齢者や障
がいのある
人、外国人
などの相談
対応の充実

関係機関と連携し、
高齢者や障がいのあ
る人、外国人などの
相談対応に努めます

庁内関係各課担当
者や大阪府等関係
機関との連携強化
を図る

①高齢者や障がい者、外国人からの相談が
あった場合は、関係機関と連携し相談体制
の充実に努めた

②関係機関と連携し、おおむね相談対応で
きた

③庁内関係機関には中国語を話せる通訳は
いるが、英語等を話せる者がいないため、
今後は言語に応じて大阪府のトリオフォン
等を活用するなどの対応をする

庁内関係各課担当者や
大阪府等関係機関との
連携強化を進め相談対
応の充実を図る

どの自治体でも
ＤＶ被害者から
の相談が増えて
いる現状におい
て、障がいのあ
る人や外国人か
らのＤＶ被害相
談にも対応でき
ることが望まし
い

人権政策課　

高齢者や障
がいのある
人、外国人
などの相談
対応の充実

関係機関と連携し、
高齢者や障がいのあ
る人、外国人などの
相談対応に努めます

地域で安心して生
活していただける
よう、関係機関と
連携し、障がい者
や外国人の方から
の相談に対応しま
す

①障がい者の方からの相談に対し、関係機
関と連携し問題解決に向け取り組んだ

②関係機関と会議・連絡等を通じて連携を
とることでスムーズな問題解決につながっ
た

③今後も関係機関との連携を強化するよう
取り組む

関係機関と連携して継
続的に障がい者の方か
らの相談に対応し、地
域で安心した生活が送
れるよう支援する

人権政策課、障
がい福祉課の双
方が、市内にあ
る関係機関を具
体的に把握して
おくことが必要
である

障がい福祉課　

高齢者や障
がいのある
人、外国人
などの相談
対応の充実

関係機関と連携し、
高齢者や障がいのあ
る人、外国人などの
相談対応に努めます

関係機関と連携
し、相談体制の強
化に努める

①関係機関、地域包括支援センターと連携
し、相談体制の強化に努めた

②関係機関、地域包括支援センターと連携
し、迅速な対応を行った、また、暴力、虐
待について「広報かどま」を通じて周知を
した

③高齢者の権利擁護のため、より迅速な対
応、関係機関との連携を深め、相談窓口の
周知をする必要がある

関係機関と連携し、相
談体制の強化に努める

個々の高齢者と
繋がり、状況を
把握している地
域包括センター
との連携は有効
である

高齢福祉課

職員研修の
充実

職員に対し、ＤＶや
虐待に関する理解を
深めるとともに、不
適切な対応による二
次的被害を防止する
ため、研修を充実し
ます

人事課と連携し、
ＤＶや虐待問題に
つき研修に取組む

①男女共同参画週間である6月23～29日の
間に三日間連続講座を実施し、延べ84人の
参加があった

②昨年度は第2次プランができた初年度であ
るため、原点に戻った内容で講演会を実施
できた

③三日間での参加人数が述べ84人と少ない
ため、人事課と調整し参加者を増加させる
必要がある

人事課と連携し、ＤＶ
や虐待問題についての
研修に取り組み参加者
の増加をめざす

市が実施する研
修の他、大阪府
及び大阪府男女
共同参画推進財
団、内閣府や国
立女性教育会館
等が実施する研
修にも積極的に
職員を派遣する
ことが望ましい

人権政策課　
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職員研修の
充実

職員に対し、ＤＶや
虐待に関する理解を
深めるとともに、不
適切な対応による二
次的被害を防止する
ため、研修を充実し
ます

人権意識の向上に
ついては研修の重
点項目と位置付け
ており、今後も引
続き実施してい
く。また、派遣研
修についての情報
も随時職員に提供
していく

①新規採用職員を対象として、家庭児童相
談センター職員による講義を実施した
また、外部機関が実施する研修への職員の
派遣と情報提供を行った

②研修を実施することで、職員の人権意識
の啓発につながった

③派遣研修の内容については、関係部署に
積極的に情報提供していく。

人権意識の向上は研修
の重点項目と位置付け
ており、今後も研修を
実施していく。また、
派遣研修の内容は、関
係部署等に積極的に情
報提供していく

一般職員と管理
職を分ける等、
それぞれの立場
として必要な情
報を伝える役職
別研修も有効で
ある

人事課

3 被害者に
対する支
援体制を
整える

大阪府等関
係機関との
連携による
一時保護の
推進

DV被害者とその家
族などの安全を確保
するため、大阪府等
関係機関と連携し、
適切な一時保護に努
めます

警察署や大阪府等
関係機関との連携
強化を図り被害者
の保護に努める

①昨年度、市が搬送した件数は5件であった

②大阪府等関係機関と調整し、相談者が一
時保護先で不安定な生活にならない事や自
立に向けた方法等の説明ができた

③一時保護が決定した場合、迅速に対応で
きるよう大阪府等関係機関とさらなる連携
が必要

警察署や大阪府等関係
機関との連携強化を図
り被害者の保護に努め
る

被害者支援活動
を行っている民
間団体との連携
も視野に入れる

人権政策課　

被 害 者 の 状
況 に 対 応 し
た 支 援 の 充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

ＤＶ被害者の主体
的な判断による意
思決定に基づき、
庁内関係各課担当
者と連携強化を図
る

①昨年度の相談件数のうちＤＶに関する相
談は56件であった

②ＤＶ被害者の相談内容をしっかり聞き主
訴を把握することで状況に応じた対応がで
きた

③関係機関との連携をさらに密にすること

ＤＶ被害者の主体的な
判断による意思決定に
基づき、庁内関係各課
担当者と連携強化を図
り充実した支援を行う

国の意識調査等
では「どこにも
相談しなかっ
た」という被害
者が多いことな
どを鑑み、今後
さらに市の相談
機能を広報する

人権政策課　

被 害 者 の 状
況 に 対 応 し
た 支 援 の 充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

住基本台帳事務に
基づく支援措置
関係部署との連携
の充実を図る

①「住民基本台帳の一部の写しの閲覧及び
住民票の写し等の交付並びに戸籍の附票の
写しの交付におけるドメスティック・バイ
オレンス及びストーカー行為等の被害者の
保護のための門真市措置要領」に基づき支
援措置を実施

②関係部署との連携した対応を実施

③今後も被害者の状況に応じた関係部署と
の連携の充実を図る

住民基本台帳事務に基
づく支援措置の実施に
際し、関係部署との連
携の充実を図る

被害者の安全確
保のため、引き
続き、情報管理
や危機管理に努
めていただきた
い

市民課
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被 害 者 の 状
況 に 対 応 し
た 支 援 の 充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

相談体制の充実を
図り関係各課及び
関係機関との連携
強化に努める。

①関係各課及び関係機関との連携強化に努
め、母子生活支援施設への入所等、DV被害
者と子どもの安全確保を図った

②関係各課及び関係機関との連携を図り、
相談者に対して適切な支援に努めた

③関係各課及び関係機関との円滑な連携を
図り、効果的な援助に努める

相談体制の充実を図り
関係各課及び関係機関
との連携強化に努める

今後、市の配偶
者暴力相談支援
センター設置も
検討していただ
きたい

子ども課

被 害 者 の 状
況 に 対 応 し
た 支 援 の 充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

DV被害者の生活に
ついて、庁内各課
及びその他関係機
関（女性相談セン
ター、介護施設等)
との連携を行い、
状況に応じた支援
に努めます

①庁内各課及びその他関係機関からの連絡
や保護課相談窓口に直接相談に来所したＤ
Ｖ被害者に対して関係機関との連絡・調整
を速やかに行った

②関係機関との連絡・調整を速やかに行う
ことにより、ＤＶ被害者への支援の充実が
図られた

③庁内各課及び関係機関との連携をこれま
で以上に綿密に行う

DV被害者の生活につ
いて、庁内各課及びそ
の他関係機関（女性相
談センター、介護施設
等)との連携を行い、
状況に応じた支援に努
める

DV防止法の改
正で保護対象が
拡大したことを
反映した支援に
努めていただき
たい

保護課

関 係 機 関 と
の 連 携 に よ
る 就 労 支 援
の推進

就労に必要な技能、
資格取得のための職
業訓練機会などの情
報提供を行うととも
に、ハローワークな
ど関係機関との連携
による就労支援を進
めます

能力開発事業、他
の専門支援機関へ
の誘導、利用件数
の増

①国や大阪府等からの技能の向上、資格取
得のための職業訓練等のチラシを市施設に
配置し、就労相談時にも情報提供及び周知
を図った

②就労相談時に、職業訓練等の情報提供を
する場合があり効果的な周知が図れた

③ハローワーク等との連携を強化し、就労
相談・支援に努める

職業訓練等の情報提供
とともに、ハローワー
クとの連携強化を図
り、ひとりでも多くの
就職困難者が就労でき
るように努める

就労相談・支援
に携わる職員
が、母子家庭や
DV被害者が抱
える困難等につ
いての認識を
持って相談・支
援に携わること
が必要である

産業振興課

被 害 者 の 子
ど も の 心 身
の ケ ア 体 制
の充実

子どもが安心して生
活ができるように、
大阪府等関係機関と
の連携を図ります

相談体制の充実を
図り関係各課及び
関係機関との連携
強化に努める

①DV被害者からの複雑化する相談に対し
て、関係各課及び関係機関との連携強化に
努め子どもが安心して生活できるよう幅広
い支援の展開を図った

②関係各課及び関係機関との連携強化に努
めた

③関係各課及び関係機関との円滑な連携を
図り、効果的な援助に努める

相談体制の充実を図り
関係各課及び関係機関
との連携強化に努める

大きな社会問題
として顕在化し
てきた子どもの
貧困問題軽減の
ためにも、母子
双方の支援に繋
がる取り組みを
進めていただき
たい

子ども課
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1 1 審議会等
委員への
女性の参
画の促進
する

市政に対す
る関心の喚
起

女性の意見を政策に
反映する大切さや、
女性が市政やまちづ
くりに関心を持つよ
う、広報紙などを活
用して啓発を進めま
す。また、審議会等
委員への女性の参画
率などの情報を提供
するなど、市民にわ
かりやすい市政の推
進に努めます

審議会等委員の女
性の登用率の情報
提供に努める

①「第2次かどま男女共同参画プラン」の中
で、審議会等委員への女性の登用率が向上
していることを公表している

②庁内関係課に対し、審議会等委員への女
性の登用を促進する情報提供をしており意
識向上が図れた

③引き続き庁内関係課に対し、審議会等委
員の女性の登用について情報提供に努め、
市民の方に、ホームページ等で審議会等へ
の女性委員の登用率について情報提供の充
実を図る必要がある

女性の意見を政策に反
映することの大切さ
を、広報かどまやホー
ムページで啓発すると
ともに、庁内関係課と
連携し積極的に審議会
等委員への女性の登用
を進める

事業目標、推進
状況、いずれも
良くやっていた
だいている。改
善点として、今
後、女性団体と
の接触を深めて
いただけたらと
思う

人権政策課

審 議 会 等 委
員 へ の 女 性
の参画促進

市の政策・方針決定
や施策立案の場であ
る審議会や委員会へ
の女性委員の参画目
標を設定し、参画を
促進するとともに、
女性委員のいない審
議会などの解消をめ
ざします

さまざまな分野で
の活動に参画する
ため、男女の格差
を解消するととも
に、必要に応じて
積極的に参画でき
る機会を提供して
いく

①庁内における平成23年度女性委員の登用
率は20.1％で平成24年度には20.8％にな
り僅かであるが増加している

②「第2次プラン」では女性委員の割合を
30％にすることや女性委員のいない審議会
の解消を図ることに取り組んでおり、庁内
での認識度は向上している

③平成24年度に付属機関の設置等が増加し
たため、さらに庁内周知を進める

審議会等委員の女性の
登用率の情報提供に努
めながら、庁内関係課
と連携し、女性委員の
登用に向けた取り組み
を進める

審議会等委員の
女性登用率の増
加は喜ばしいこ
とだが、数値目
標に近づけるた
めには、さらな
る取り組みが必
要である

人権政策課

人材の把握
と活用

審議会等委員の女性
の参画を促進するた
め、各種団体の女性
リーダーなど、人材
の把握と活用を促進
します

各種団体を扱う庁
内関係各課担当者
に、女性の参画の
充実を図るよう取
組んでもらう

①審議会等委員への参画促進は進めてきた
が、女性リーダー等の育成に対して各課へ
の働きかけは十分でなかった

②関係各課へ女性リーダー等の参画の充実
を図ることについての協議ができていない

③関係課が抱える団体に、女性リーダーの
育成等に取り組んでもらえるよう協議を進
める必要がある

各種団体を扱う庁内関
係課と連携し、女性の
参画の充実を図る取り
組みを進めていく

各種団体と市の
関係各課との交
流は欠かすこと
はできない。今
後も、女性団体
との接触を深め
ることが必要

人権政策課

施策
施策の内容
（項目）

平成25年度
の事業目標

審議会の意見 担当課
市の取り組み

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

方針

政
策
・
方
針
決
定
過
程
へ
の
女
性
の
参
画
の
促
進

平成24年度の
事業目標

平成24年度の
①推進状況　②評価　③改善点
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民 間 団 体 に
お け る 女 性
の 参 画 の 拡
大

商工会議所などの団
体における方針決定
過程への女性の参画
を働きかけます

各種団体に、女性
の参画の充実を図
るよう働きかけて
いく

①24年度は門真市企業人権推進連絡会会員
に対して「第２次プラン」の啓発活動の中
で働きかけている

②啓発活動は進めているが民間団体の実情
は把握できていない

③企業連絡会をはじめとし、各団体に一層
の働きかけを進めていく

各種団体に、女性の参
画の充実を図るよう働
きかけていく

民間団体との交
流、深化は不可
欠と思われる。
施策、取り組み
等、市の実行力
に期待する

人権政策課

地 域 活 動 に
お け る 女 性
の 参 画 の 拡
大

ＰＴＡや自治会など
の各種団体の代表や
役員への女性の参画
を働きかけます

各種団体に、女性
の参画の充実を図
るよう働きかけて
いく

①ワーク・ライフ・バランス講座において
各種団体に女性の参画を働きかけた

②ワーク・ライフ・バランス講座は定着し
ており参加者も多く高評価を受けている

③講演内容を拡充し、さらにインパクトあ
る講座に向ける

各種団体に、女性の参
画の充実を図るよう働
きかけるとともに、関
係課と連携し地域団体
にも啓発を行う

地道な労力をつ
いやし働きかけ
を願う

人権政策課

2 職 員 研 修 の
充 実 と 男 女
共 同 参 画 の
視 点 に 立 っ
た 職 務 配 置
の推進

市の政策・方針決定
過程への女性の参画
及び女性職員の管理
職への登用を積極的
に進めます。女性職
員のモチベーション
を高め、どの職階に
おいても男女の差な
く活躍できるよう
に、女性職員の職域
拡大、職務経験を通
じた積極的なキャリ
ア形成を支援するほ
か、職員研修の充実
を図ります

一般行政職におけ
る女性管理職（課
長補佐級以上）の
割合を増加するよ
うに、今後も女性
の管理職への積極
的な登用を継続し
ていく

①　平成２４年４月１日の女性管理職（課
長補佐級以上）は、５０人であり、管理職
全体の２４％であった。これは平成２３年
４月１日に比べ６人（３％）増となった

②　女性管理職の割合は、増加した

③　今後も、積極的な女性職員の登用を実
施していく

一般行政職における女
性管理職（課長補佐級
以上）の割合が増加す
るように、今後も女性
の管理職への積極的な
登用を継続する

女性職員の職域
拡大、女性職員
のキャリア形成
支援、職員研修
など、女性が管
理職として登用
される環境の整
備がさらに必要
である

人事課

小 ・ 中 学 校
に お け る 女
性 管 理 職 の
任用

女性教職員の管理職
任用を働きかけ、学
校運営への男女共同
参画を図ります

女性教員の管理職
任用をさらに積極
的に推進していく

①市内小・中学校２０校４０名の管理職の
うち、10名の女性教職員を管理職として任
用した

②学校における女性教職員の管理職登用率
は25％である

③女性教職員の管理職登用を今後も積極的
に進めていく

女性教員の管理職任用
をさらに積極的に推進
していく

女性教員が管理
職として任用さ
れる環境を整備
して、女性管理
職の任用をさら
に積極的に推進
してほしい

学校教育課

女性職
員・女性
教職員の
登用を促
進する
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高 齢 者 の 地
域 に お け る
活動の促進

退職後の男性などの
高齢者がボランティ
アなどに参加しやす
いように、門真市シ
ルバー人材センター
や老人クラブ連合会
などを通じて、身近
な地域でのボラン
ティア体験や活動な
どができる体制づく
りに努めます

必要な方にボラン
ティア活動などの
情報が行き渡るよ
う、関係機関と連
携を図る

①関係機関(社会福祉協議会、市民公益活動
支援センター等）を通じ、希望者について
は情報提供を行った

②門真市シルバー人材センターや老人クラ
ブ連合会などを通じてボランティア活動な
どの情報を提供し、地域社会の福祉向上、
活性化に貢献できた

③今後も関係機関との連携を図り、さらな
る地域活動の活性化を目指す

関係機関との連携を図
り、さらなる地域活動
の活性化を目指す

各地区において
老人会などの活
動が活発に行わ
れ、さらなる活
性化が必要

高齢福祉課

ボランティ
ア活動の促
進

男女がともに地域活
動に参加できるよう
に、ボランティア講
座やボランティア
フェスティバルの開
催などを支援し、活
動の周知・啓発を図
ります

ボランティア活動
を推進している門
真市社会福祉協議
会に対する支援を
引き続き実施して
いくとともに社協
との連携しボラン
ティア機能の強化
を図っていく

①社会福祉協議会に対して支援を実施

②社会福祉協議会との連携を行いボラン
ティア機能の強化に努めた

③今後も引き続き支援を実施し、連携の強
化を図りボランティア機能を充実していく
よう努める

ボランティア活動を推
進している門真市社会
福祉協議会に対する支
援を引き続き実施して
いくとともに社協と連
携しボランティア機能
の強化を図っていく

地域において社
会福祉協議会が
きめ細かく活動
されている。今
後も機能強化が
必要

福祉政策課

防 犯 ・ 防 災
活 動 に 対 す
る 男 女 共 同
参画の促進

安全で安心なまちづ
くりや防災活動・災
害非常時などにおけ
る男女共同参画の促
進を図ります

男女平等の意見や
視点が反映された
まちづくりの推進
のため、男女が防
犯・防災活動に参
加できるよう努め
ます

①防犯キャンペーンや防災訓練に男女とも
に参加できるよう努めた

②まだまだ少数ではあるが、女性で参加す
る方が増加傾向にある

③今後も引き続き男女ともに参加できるよ
う周知する

男女平等の意見や視点
が反映されたまちづく
りの推進のため、男女
が防犯・防災活動に参
加できるよう努める

校区別に防災活
動が行われてい
る。その活動に
おいて、女性の
参加を増加させ
ていくことが必
要

地域活動課　

防 犯 ・ 防 災
活 動 に 対 す
る 男 女 共 同
参画の促進

安全で安心なまちづ
くりや防災活動・災
害非常時などにおけ
る男女共同参画の促
進を図ります

自主防災組織等に
対し、防災講話や
防災訓練などを通
じて災害時などに
おける男女共同参
画のさらなる促進
を図る

①災害時における避難所運営などの主体に
女性の参画を図るよう、市民に啓発した

②啓発により、男女共同参画に対する意識
の向上につながった

③日ごろ、地域との関わりが希薄な市民に
対し、参加を促すことが必要

前年度より引き続き、
自主防災組織等に対
し、防災講話や防災訓
練などを通じて災害時
などにおける男女共同
参画のさらなる促進を
図る

危機管理課指導
で地域の防災に
ついて講習など
が実施されてい
るが、さらに地
域との関わりが
重要

危機管理課

地
域
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
促
進

2 1 地域のさ
まざまな
活動に対
する男女
共同参画
を促進す
る
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地 域 に お け
る 子 育 て 支
援 活 動 な ど
に 対 す る 男
女 共 同 参 画
の促進

子育て家庭が地域で
孤立しないように、
また、親子が安心し
ていきいきと生活が
できるように、子ど
もの育ちや子育てを
支援する活動に対
し、男女共同参画を
促進します

地域子育て支援セ
ンター、なかよし
広場、あおぞら保
育等の地域子育て
支援事業におい
て、父親の育児参
加等の啓発活動を
推進する

①地域子育て支援事業では、子ども、母親
及び父親が参加できるあおぞら保育等の事
業を実施し、育児参加等の啓発活動に努め
た

②あおぞら保育等では父親の参加もあり、
手作りおもちゃなど、父親の育児参加等の
啓発が行えた

③今後も引き続き啓発に努めていく

地域子育て支援事業に
おいて父親の育児参加
等の啓発活動を継続す
るとともに、すくすく
かどまっ子ナビ等を通
じて、積極的に啓発活
動の情報を発信する

子育てには男女
がそれぞれの関
わりを持つが、
男性の視点から
参加できる雰囲
気づくりが必要

子ども課　

地 域 に お け
る 子 育 て 支
援 活 動 な ど
に 対 す る 男
女 共 同 参 画
の促進

子育て家庭が地域で
孤立しないように、
また、親子が安心し
ていきいきと生活が
できるように、子ど
もの育ちや子育てを
支援する活動に対
し、男女共同参画を
促進します

わんぱくランドや
親子料理教室等で
親子のふれあいの
事業を充実させる

①わんぱくランドや親子料理教室を開催し
た
参加者としては、女性が多いところである
が、父親の参加が少しずつ増えてきている

②参加者からは好評であり、次回も参加し
たいとの声があった

③男性のさらなる参加増を図る

　わんぱくランドや親
子料理教室等で親子の
ふれあいの事業を充実
させるとともに、父親
の参加の増加を目指す

親子のふれあい
教室などで、昼
間に父親が参加
する事は容易で
なく、祖父母
（じじ、ばば）
参加型など検討
されてはいかが
だろうか

地域教育文化課

2 女性団体に
対する支援

地域活動の中で女性
の意思決定の場への
参画を促進するた
め、女性リーダーの
養成と女性団体に対
する支援を行いま
す。また、関連団体
同士のネットワーク
化を促進します

地域活動におい
て、異なる立場の
市民を繋げること
など、地域での指
導や調整力を発揮
できるよう支援し
ていく

①地域活動の中で活躍するための女性団体
に対する支援は実行できなかった

②地域のまちづくりに関われず役割を果た
していない

③地域活動の中で活躍できる女性リーダー
や女性団体への支援を関連する関係課と連
携し積極的に進める

地域団体を扱う庁内関
係課と連携し、女性
リーダーの養成や女性
団体への支援等の体制
づくりを進める

地域活動で女性
リーダー育成な
どの体制づくり
を少しづつ進め
ていく必要があ
る

人権政策課

ボ ラ ン テ ィ
ア 活 動 ・ Ｎ
ＰO活動の促
進

ボランティア活動や
まちづくり活動を行
う団体への男女共同
参画を促進するとと
もに、情報や活動の
場の提供、ネット
ワークづくりなどの
支援を行います

市民公益活動支援
センターや窓口に
おいて、男女共同
参画に関する情報
や活動の周知を行
います

①市民公益活動支援センターや窓口におい
て、男女共同参画に関する情報や活動の周
知を行った

②団体活動やボランティア活動の周知を行
うことができた

③啓発活動がまだ足りないため継続して
行っていく必要がある

市民公益活動支援セン
ターや窓口において、
男女共同参画に関する
情報や活動の周知を行
なう

男女参画の講習
会が実施されて
いるが、男女に
関する活動の情
報提供拡大が必
要

地域活動課　

市民、団
体などの
地域活動
に対する
支援を行
う
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地 域 コ ー
デ ィ ネ ー
タ ー の 人 材
発掘・育成

地域活動の活性化を
図るため、地域団体
や企業などとの連携
をより一層深め、地
域の実情に応じた活
動を地域ぐるみで展
開できるよう、それ
ぞれの地域でコー
ディネーターを発掘
し、育成することで
地域力の強化を図り
ます

地域活性化まちづ
くり推進事業や校
区門真まつり事業
の中で、地域の自
主的自発的な事業
を実施することを
通して、地域力の
強化を図ります

①地域活性化まちづくり推進事業や校区門
真まつり事業を実施した

②地域で自主的自発的な活動が行われた

③地域の活動が継続していくために新たな
人材の発掘を行い育成していきたい

地域活性化まちづくり
推進事業や校区門真ま
つり事業の中で、地域
の自主的自発的な事業
を実施することを通し
て、地域力の強化を図
る

地域により校区
門真まつりの実
施が、容易な地
域とそうでない
地域があるの
で、各自治会の
交流を深める啓
発が必要

地域活動課　

3 1 生 活 情 報 や
行 政 サ ー ビ
ス 情 報 な ど
の提供

在住外国人が安心し
て子育てや日常生活
を送ることができる
ように、さまざまな
生活情報や行政サー
ビス情報などの提供
を進めます

在住外国人が地域
活動へ参加する
際、各課で配布し
ている多言語によ
る行政情報を提供
します。

①各課からの実施依頼に基づき、言語サ
ポート登録者に翻訳業務を依頼し、多言語
（中国語）による行政情報を提供した

②実施依頼のあった課へ、スムーズに翻訳
し、在住外国人にサービス提供ができた

③安心して生活を送れるよう、今後も継続
して情報提供を進める

在住外国人が一人でも
多く安心して日常生活
を送ることができるよ
う、多言語による行政
情報を提供する

在住外国人の方
が、地域でどれ
だけの行事に参
加できているの
か調査する必要
がある

地域活動課　

窓 口 に お け
る コ ミ ュ ニ
ケ ー シ ョ ン
支援の充実

在住外国人のさまざ
まな相談に適切に対
応できるように、外
国語ボランティアと
の連携を強化し、職
員の相談対応力の向
上に努めます

事前に受けた対応
部署からのボラン
ティア通訳者等へ
の依頼に対し、調
整し派遣します。

①各課からの実施依頼に基づき、ボラン
ティア通訳者を派遣した

②通訳等により、在住外国人がよりコミュ
ニケーションを円滑にできるようになった

③今後も引き続き継続して実施する

事前に受けた対応部署
からのボランティア通
訳者等への依頼に対
し、調整し派遣する

地域において、
日本語の勉強会
を開催する等、
一人でも多くの
外国人の方に学
ぶことができる
場所の提供を進
めてはどうか

地域活動課　

在住外国
人が暮ら
しやすい
環境づく
りを進め
る

国
際
社
会
へ
の
理
解
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在 住 外 国 人
の 地 域 活 動
へ の 参 加 促
進

在住外国人が地域の
一員として、防犯・
防災や福祉活動、ま
ちづくりなどの活動
に積極的に参加でき
るように、環境整備
に努めます

窓口における在住
外国人の相談に際
し、他課の所管す
る外国語ボラン
ティア団体とも連
携し問題解決に努
めます

①各課へ来られた在住外国人の相談に対
し、関係機関と連携し問題解決に努めた

②問題を抱える在住外国人の突破口となり
問題解決に寄与した

③今後も継続して各課や外国語ボランティ
ア団体との連携を密にする

窓口における在住外国
人の相談に際し、他課
の所管する外国語ボラ
ンティア団体とも連携
し問題解決に努める

ボランティア団
体を常時配置す
る等検討しては
どうか

地域活動課　

国際理解教
育の推進

多文化共生の観点か
ら、門真市在日外国
人教育推進委員会と
連携し、幼稚園や学
校などにおいて、在
日外国人教育、国際
理解教育を進めます

門真市在日外国人
教育推進委員会と
連携し、各学校、
幼稚園での在日外
国人教育について
の取り組みの交流
を行なう

①門真市在日外国人教育推進委員会と連携
し、各学校、幼稚園での在日外国人教育に
ついての取り組の実践交流を行なった

②各学校、幼稚園間の交流が進んだ

③更に具体的な取り組について教職員の研
修を重ねる必要がある

門真市在日外国人教育
推進委員会と連携し、
各学校、幼稚園での在
日外国人教育について
の取組の実践交流を行
なう

民族フェスティ
バル等の周知、
PR方法等を検
討し、より多く
の人が参加して
理解できるよう
になればと思う

学校教育課

異 文 化 に 対
す る 理 解 を
促 進 す る 教
育の充実

自国の文化や異文化
に対する理解を深め
るため、市内在住の
中学生に対し、国際
交流などの機会を提
供します

英語プレゼンテー
ションコンテスト
を開催し、優秀賞
受賞者は海外研修
を実施します

①英語プレゼンテーションコンテストにつ
いては、一次審査、二次審査を通過した17
名の中学生によるプレゼンテーションの結
果、最優秀賞、優秀賞９名及び奨励賞８名
を決定した。なお、24年度の最優秀賞、優
秀賞の受賞者９名を翌年度海外研修へ派遣
する予定である

②24年度は、367名の応募があり、参加者
は増えている

③引き続き、門真市と世界を舞台に活躍す
るグローバルな人材を育成するため、英語
プレゼンテーションコンテストを開催する
とともに、中学生海外派遣研修を実施する

門真市と世界を舞台に
活躍するグローバルな
人材を育成するため、
英語プレゼンテーショ
ンコンテストを開催す
るとともに、中学生海
外派遣研修を実施する

ホームステイの
募集等で交流を
高め、海外派遣
研修を実りのあ
るものになるよ
う進めてほしい

地域教育文化課

国際交流活
動の促進

多様な文化を持つ市
民が参画できる、国
際交流活動のための
取り組みを促進しま
す

国際交流協会と連
携して、事業を実
施していく

①姉妹都市提携を結んでいる サン・ジョ
ゼ・ドス・ カンポス市の子どもたちと門真
市の小学生の絵画を交換し、12月に開催し
た民族フェスティバルにおいて、その展示
を行った

②協会との連携・協力が弱い

③事業の遂行にあたって、協会の抱える課
題を共有しつつ、市との意思疎通を図って
進める

国際交流協会と連携
し、事業を実施する
また、中学生の海外研
修への派遣を通じて、
国際交流活動に取り組
む

子ども達に、他
の国の映像が見
れる機会を、学
校等公共の施設
で実施できるよ
う取り組んでほ
しい

地域教育文化課

2 多様な文
化への理
解と交流
を進める
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市民に対す
る労働関係
法令や制度
に関する啓
発

市民に対し、男女雇
用機会均等法や職場
における待遇など、
男女共同参画を推進
するための労働関係
法令の趣旨や内容に
ついて、国や大阪府
等関係機関との連携
により啓発を進めま
す

第2次かどま男女共
同参画プランの周
知に取組む

①「第2次プラン」の周知啓発は、市の広報
紙やホームページで市民の方に公表してい
る。また、大阪府発行のリーフレット「公
正な採用選考のために」で啓発を行った

②市のホームページでの公表に加え、公共
施設に「第2次プラン」を設置しており労働
関係法令等の周知を行うことができた

③市内公共施設にリーフレットの設置を進
める

大阪府等関係機関と連
携し男女雇用機会均等
法等の周知啓発を進め
る

お知らせを積極
的に実施された
ことはとても意
義あることだと
思う。更に手に
とってもらえ
る、読んでもら
えるところに進
めていければと
思う

人権政策課

市民に対す
る労働関係
法令や制度
に関する啓
発

市民に対し、男女雇
用機会均等法や職場
における待遇など、
男女共同参画を推進
するための労働関係
法令の趣旨や内容に
ついて、国や大阪府
等関係機関との連携
により啓発を進めま
す

関係法制度のチラ
シ・パンフの配
置、講演・セミ
ナーの紹介または
共催による周知、
啓発を図る

①国や大阪府が発行したチラシ・パンフを
配置しＰＲに努めた

②チラシ・パンフを配置した事により来庁
者に周知を行った

③市内公共施設にチラシ・パンフの設置を
進める

関係法令の趣旨・内容
が記載されたチラシ・
パンフを市内公共施設
等に配置し、関係機関
が実施する各講演・セ
ミナーを紹介し、周知
等を図る

手間はかかる
が、設置数を把
握し、持ち帰っ
て頂いた数の把
握に努めると次
の課題等見えて
くるのではない
だろうか

産業振興課

事業者に対
する労働関
係法令や制
度に関する
啓発

事業者に対し、男女
格差を解消するため
の雇用管理上の義務
や職場慣行の見直し
などについて、国や
大阪府等関係機関と
の連携により啓発を
進めます

ハローワークと連
携し、企業に対す
る研修を実施して
いく

①ハローワークと連携し、6月に新規学卒説
明会においての研修、2月には企業のトップ
を対象に研修を開催した

②企業に対して公正採用を中心とした内容
を研修しており認知度は向上している

③中小企業の経営不振は続いているが、企
業の参加率向上に努める

ハローワークと連携
し、継続して研修を行
い、実効性あるものに
していく

アンケートなど
を実施し、参加
者のニーズを把
握した内容で開
催に向ければ更
なる改善ができ
良いと思う

人権政策課

事業者に対
する労働関
係法令や制
度に関する
啓発

事業者に対し、男女
格差を解消するため
の雇用管理上の義務
や職場慣行の見直し
などについて、国や
大阪府等関係機関と
の連携により啓発を
進めます

関係法制度のチラ
シ・パンフの配
置、講演・セミ
ナーの紹介または
共催による周知、
啓発を図る

①商工会議所にチラシ・パンフを配置し、
事業者への啓発に努めた

②チラシ・パンフを配置した事により事業
者へ周知できた。

③商工会議所をはじめ経営者団体と連携
し、事業者への啓発に努める

商工会議所をはじめ経
営者団体と連携し、事
業者に雇用管理上の義
務や職場慣行の見直し
などについて、啓発に
努める

分かりやすく伝
える工夫とし
て、事業者の
方々へ意見を求
めることも必要
かも知れない

産業振興課

担当課

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

方針 施策
施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成24年度の
事業目標

平成24年度の
①推進状況　②評価　③改善点

1 雇
用
な
ど
の
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

1 就労の場
での男女
の理解と
認識を深
める

平成25年度
の事業目標

審議会の意見
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男女共同参
画を実践す
る企業の実
践例などの
情報の提供

男女共同参画を進め
る大阪府内や市内の
企業の実践例などに
ついて、大阪府等関
係機関との連携によ
り情報提供を進めま
す

大阪府、財団法人
の作成する啓発パ
ンフレットを利用
し、企業内の実例
を情報提供してい
く

①財団法人人権教育啓発推進センターが発
行する人権啓発冊子「企業の社会的責任
（ＣＳＲ）」を利用し啓発活動に取り組ん
だ

②企業が入手困難な資料のため好評を得た

③人権啓発推進教育センターの資料に加え
て大阪府等、幅広い資料提供を進めていく

大阪府、財団法人の作
成する啓発パンフレッ
トを利用し、企業内の
実例を情報提供してい
く

今後もニーズに
マッチした情報
提供を心がけら
れれば良いと思
う

人権政策課

企業におけ
るポジティ
ブ・アク
ションの促
進

企業に対し、男女格
差を解消するための
ポジティブ・アク
ションの実施につい
て、国や大阪府等関
係機関との連携によ
り働きかけます

企業における活動
で男女の格差を解
消するとともに、
必要に応じて男女
の一方を積極的に
参画する機会の情
報を提供していく

①財団法人人権教育啓発推進センターが発
行する人権啓発冊子「企業の社会的責任
（ＣＳＲ）」を利用し啓発活動に取り組ん
だ

②企業が入手困難な資料のため好評を得た

③人権啓発推進教育センターの資料に加え
て大阪府等、幅広い資料提供を進めていく

男女間の格差の解消を
進めるため、ポジティ
ブ・アクションの実施
について啓発資料等の
情報提供を進める

今後もニーズに
マッチした情報
提供を心がけら
れれば良いと思
う

人権政策課

企業におけ
るポジティ
ブ・アク
ションの促
進

企業に対し、男女格
差を解消するための
ポジティブ・アク
ションの実施につい
て、国や大阪府等関
係機関との連携によ
り働きかけます

国・大阪府との連
携で経営者団体等
へ働きかけ、啓発
に努める

①商工会議所をはじめ経営者団体への情報
提供に努めた

②経営者団体等と連携を図ったが企業内で
の推進状況は把握できていない

③商工会議所をはじめ経営者団体と連携
し、情報提供に努める

商工会議所をはじめ経
営者団体と連携し、事
業者に男女間の格差を
解消するため、ポジ
ティブ・アクションを
促すための啓発に努め
る

事実を知ること
は大切なことな
ので、企業情報
が入る工夫をさ
れると良いと思
う

産業振興課

女性の商工
業や農業な
どにおける
技術・経営
管理能力の
向上

商工業や農業などに
従事する女性の技術
や経営能力向上のた
め、大阪府等関係機
関との連携により情
報提供を進めます

スキルアップのた
めの講座開催、他
機関講座の紹介

①商工業や農業従事者の技術や経営能力向
上のための講座等は開催できていない

②女性のスキルアップをテーマにした講座
等は未実施のため評価できない

③女性のスキルアップのためにテーマ設定
をした講座開催を検討

各分野の女性従事者の
スキルアップを図るた
めの講座開催に努める
とともに、関係機関が
実施する講座等の周知
に努める

門真市の商工業
や農業に従事す
る女性達の実態
と向上の要望を
踏まえ、事業目
標に努めてほし
い

産業振興課
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女性の再雇
用の支援

就労相談の実施や再
就職セミナーなどの
情報提供について、
大阪府やハローワー
ク等関係機関との連
携により、女性の再
雇用の支援に努めま
す

関係機関と連携し
相談体制の充実を
図る
また就労支援につ
ながるパンフレッ
ト等の提供に努め
る

①就職セミナーの情報提供や女性の地域社
会への参画を支援するための就労相談の実
施を行った

②相談対応は関係機関等を紹介する等相談
者の意思を反映できている

③就労相談は広報等で公表できているが、
就職セミナーの啓発を充実する

関係機関と連携し相談
体制の充実を図るとと
もに、就労につながる
再就職セミナーやパン
フレット等の情報提供
を進め就労支援に努め
る

就労相談・情報
紹介等窓口の充
実は評価され
る。今後もさら
なる就労支援に
努めてほしい

人権政策課

女性の再雇
用の支援

就労相談の実施や再
就職セミナーなどの
情報提供について、
大阪府やハローワー
ク等関係機関との連
携により、女性の再
雇用の支援に努めま
す

的確なアドバイ
ス、タイムリーな
情報提供に努める

①大阪府・ハローワーク等関係機関と連携
し、就労相談等の情報提供を行った

②就労相談事業の情報提供により、相談者
が増加した

③大阪府・ハローワーク等関係機関との連
携強化に努めつつ、市内公共施設に就労相
談等のチラシ等の配置をする

就労相談や女性の雇用
を対象としたチラシ・
パンフを市内公共施設
等に配置し、就労相
談・セミナー等の周知
に努める

女性の再雇用に
際して、多様な
女性の立場・働
き方に対して理
解と対応の啓発
を進めてほし
い。また、保育
所の多様化を望
む

産業振興課

育児休業取
得者の職場
復帰などの
促進に関す
る啓発

事業者に対し、「育
児休業取得者に対す
る代替要員の確保及
び原職等復帰を促進
するための助成金制
度」の利用について
周知し、労働者の就
労支援の促進を働き
かけます

育児休業取得制度
の利用などの職場
環境づくりの推進
に関する、リーフ
レットなどを活用
し事業者に働きか
ける

①大阪府が発行するリーフレット「ワー
ク・ライフ・バランス」を利用し、育児休
業制度や労働条件等の情報提供を行った

②労働者のための指針や制度が掲載されて
おり利用しやすいと評価を得ている

③大阪府が発行する「ワーク・ライフ・バ
ランス」のリーフレットと並行して、労働
局が発行する育児休業制度や労働に関する
リーフレット等で情報提供を進める

育児休業制度の概要を
啓発し、制度を利用す
るための職場環境づく
り推進に関するリーフ
レットなどを活用し事
業者に働きかけ労働者
の就労支援に努める

前向きに取り組
んでいる企業や
女性の情報も併
せて提供できな
いか

人権政策課

育児休業取
得者の職場
復帰などの
促進に関す
る啓発

事業者に対し、「育
児休業取得者に対す
る代替要員の確保及
び原職等復帰を促進
するための助成金制
度」の利用について
周知し、労働者の就
労支援の促進を働き
かけます

支援制度や関係法
令の周知、啓発を
図る

①商工会議所にチラシ・パンフを配置し、
事業者への啓発に努めた

②チラシ・パンフを配置した事により事業
者へ周知できた。

③商工会議所をはじめ経営者団体への周
知・啓発に努める

商工会議所をはじめ経
営者団体と連携し、事
業者に育児休業制度や
関係法令について、周
知及び啓発を図る

周知・啓発は前
向きに進んでい
る。育児休業取
得・職場復帰に
関する相談窓口
の設置を目標に
入れられないか

産業振興課

2 多様な働
き方への
支援を進
める



22

ワーク・ラ
イフ・バラ
ンスの啓発

仕事と生活の調和の
実現は、一人ひとり
が望む生き方ができ
る社会の実現にとっ
て必要不可欠なた
め、市民が理解を深
められるように、啓
発を進めます

ワーク・ライフ・
バランス啓発講座
の開催

①ワーク・ライフ・バランス啓発講座は毎
年1回開催しており、平成24年度は11月に
「心が折れないライフ・バランス術」を
テーマにシニア産業カウンセラーを講師に
開催した

②人事課との共催で開催しており、市民、
職員のアンケート結果によると満足度が非
常に高く、以前に比べワーク・ライフ・バ
ランスの必要性についての意識が浸透して
いる

③啓発講座のみならず、シニア世代や若手
世代に浸透するよう情報提供に取り組んで
いく

ワーク・ライフ・バラ
ンス啓発講座の開催や
啓発リーフレットなど
の情報提供を行うこと
により啓発を進める

仕事と生活の調
和の実現に対す
る推進状況は進
んでいるが、啓
発講座等に男性
の参加を積極的
に啓発すること
が必要

人権政策課

労働時間短
縮に向けた
啓発

事業者に対し、長時
間労働などの働き方
の見直しをはじめ、
仕事も家庭も充実で
きる職場環境づくり
について、関係機関
などと連携し、啓発
を進めます

長時間労働などの
職場環境の見直し
などの推進に関
し、リーフレット
などを活用して事
業者に働きかける

①大阪府が発行するリーフレット「ワー
ク・ライフ・バランス」を利用し、労働時
間等の現状と労働時間等見直しガイドライ
ン等の情報提供を行った

②労働者のための指針や制度が掲載されて
おり利用しやすいと評価を得ている

③大阪府が発行するリーフレットと並行し
て、労働局が発行する労働時間等の現状等
に関するリーフレットで情報提供を進める

長時間労働などの職場
環境の見直しなど労働
時間に関する基本的な
考え方のリーフレット
等を活用し事業者に啓
発を働きかける

大阪府や市町村
における相談窓
口等を充実し広
報で情報提供を
進めてほしい

人権政策課

労働時間短
縮に向けた
啓発

事業者に対し、長時
間労働などの働き方
の見直しをはじめ、
仕事も家庭も充実で
きる職場環境づくり
について、関係機関
などと連携し、啓発
を進めます

労働時間短縮に向
けての講演会を
国・大阪府との共
催で啓発を進めて
いく

①国・大阪府との共催による講演会は開催
できなかったが、商工会議所に労働時間短
縮のチラシ・パンフを配置し、事業者への
啓発に努めた

②チラシ・パンフを配置した事により事業
者への啓発ができた。

③商工会議所と連携し、経営者団体への啓
発に努める

商工会議所をはじめ経
営者団体と連携し、事
業者にワーク・ライ
フ・バランス等につい
て啓発を図る

商工会議所から
各企業に対する
働きかけはどの
ように行われて
いるのか、結果
を把握すること
が必要

産業振興課

2 仕
事
と
家
庭
生
活
、

地
域
活
動
の
両
立
支
援

1 仕事と生
活の調和
（ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンス）に
ついての
考え方を
広く普及
する
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育児・介護
休業制度の
普及啓発

労働者が育児休業や
介護休業などを取得
することの理解や協
力を得るため、子育
て期間中の短時間勤
務や子どもの看護休
暇、父母ともに育児
休業制度を取得する
場合の休業可能期間
の延長（パパ・ママ
育休プラス）などの
制度について、関係
機関との連携により
啓発を進めます

育児休業取得制度
や介護休業制度の
利用などの職場環
境づくりの推進に
関する、リーフ
レットなどを活用
し事業者に働きか
ける

①財団法人人権教育啓発推進センターが発
行する人権啓発冊子「CSRで意識が変わる
企業が伸びる」、「信頼される企業をめざ
して、企業の社会的責任・人権啓発」の取
組事例集を利用し啓発活動に取り組んだ

②企業が入手困難な資料のため好評を得た

③人権啓発推進教育センターの資料に加え
て大阪府等、幅広い資料提供を進めていく

大阪府、財団法人の作
成する啓発パンフレッ
トを利用し、企業内の
取り組み実例を積極的
に情報提供していく

育児休業取得制
度等がより容易
に利用できるよ
うに進める内容
であり、少子化
等の問題解決の
一つの答えであ
るので、パンフ
レットの配布以
外の活動も期待
する

人権政策課

育児・介護
休業制度の
普及啓発

労働者が育児休業や
介護休業などを取得
することの理解や協
力を得るため、子育
て期間中の短時間勤
務や子どもの看護休
暇、父母ともに育児
休業制度を取得する
場合の休業可能期間
の延長（パパ・ママ
育休プラス）などの
制度について、関係
機関との連携により
啓発を進めます

両立支援制度の情
報提供に努める

①国や大阪府等が発行するチラシ・パンフ
を市内公共施設等に配置しＰＲに努めた

②チラシ・パンフを配置した事により来庁
者等への周知及び啓発になった

③関係機関と連携に努めつつチラシ等の配
置を進める

育児・介護に関する両
立支援制度について市
民・庁内関係課へチラ
シ等を配布し情報提供
に努める

チラシ・パンフ
レットを配置す
るだけで効果が
表れたか疑問に
感じる。チラシ
等を手にした市
民に簡単な説明
をする等検討し
てほしい

産業振興課

事業者に対
する男性の
育児休業、
介護休業取
得に向けた
働きかけ

事業者に対し、子育
ての社会的役割の重
要性や家庭における
男女の共同責任につ
いて認識を浸透させ
るとともに、育児休
業や介護休業制度な
どの男性の利用促進
を働きかけます

子育てなど、仕事
と家庭の調和など
の制度を周知でき
るよう、リーフ
レットなどを活用
し情報提供を進め
る

①大阪府が発行するリーフレット「ワー
ク・ライフ・バランス」を利用し、育児や
介護のための両立支援制度概要等の情報提
供を行った

②労働者のための指針や制度が掲載されて
おり利用しやすいと評価を得ている

③大阪府の発行するリーフレットと並行し
て、労働局が発行する男女がともに育児や
介護のための両立支援制度概要等に関する
情報提供を進める

育児や介護のための両
立支援制度概要等の推
進に関する、リーフ
レットなどを活用し事
業者に情報提供を進め
る

情報提供は企業
のみを対象に対
し行なっている
が、どのような
評価を得たのか
が見えにくいの
で啓発活動を再
考する必要性は
ないか

人権政策課

2 仕事と子
育て・介
護との両
立ができ
るよう、
環境整備
を進める
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事業者に対
する男性の
育児休業、
介護休業取
得に向けた
働きかけ

事業者に対し、子育
ての社会的役割の重
要性や家庭における
男女の共同責任につ
いて認識を浸透させ
るとともに、育児休
業や介護休業制度な
どの男性の利用促進
を働きかけます

両立支援制度の情
報提供に努める

①商工会議所をはじめ経営者団体に育児・
介護のための両立支援制度について周知に
努めた

②事業所における両立支援制度の利用状況
は把握できない

③商工会議所との連携を深めつつ、事業者
への周知に努める

商工会議所をはじめ経
営者団体と連携し、事
業者に両立支援制度に
ついて、周知・啓発を
図る

事業所において
両立支援制度の
利用状況が把握
できない結果に
対し、今後は実
態の把握に努め
る必要がある

産業振興課

保育サービ
スなどの充
実

共働き世帯などの働
く親の仕事と子育て
との両立を支援し、
子どもの健やかな成
長を支援するため、
保育所における延長
保育や一時預かりな
どのサービス、病児
保育、放課後児童ク
ラブの充実に努めま
す

延長保育16か所、
一時預かり８か
所、休日保育２か
所、産休明け保育
７か所、病児保育1
か所、放課後児童
クラブ14か所にお
いて事業を実施す
る

①各施設において、事業目標を達成してい
る

②実施個所数については目標を達成してい
るが、利用率については、施設ごとに差が
みられる状況にある

③利用率向上に向けて市民周知を進めると
ともに、市民ニーズを踏まえつつ、更なる
充実に向けて検討を進める必要がある

延長保育16か所、一
時預かり８か所、休日
保育２か所、産休明け
保育７か所、病児保育
1か所、放課後児童ク
ラブ14か所において
事業を実施する

25年度も同じ
目標を定めてい
るが、待機児童
の問題や入所さ
せたいが、利用
することができ
ない状況にある
家庭等へのきめ
細やかな支援、
サービスに取り
組む必要がある

子ども課

介護サービ
スなどの充
実

介護を必要とする高
齢者を抱え、仕事と
の両立を図ろうとす
る家庭に対し、介護
保険制度に関する情
報提供の充実を図
り、介護サービスの
効果的な提供支援を
通じて、介護が個
人・家族の責任から
社会の責任として定
着するように努めま
す

介護サービスの情
報提供を図る事に
より、介護が社会
の責任として定着
するように努める

①高齢者の自立した生活を助ける為の事業
であり、保険リスクの分散、財政の安定化
等、一元化したサービスの質の向上や広域
的な調整によるサービス基盤の構築を目指
す

②門真市、守口市、四條畷市と連携を行う
ことにより、格差のない介護サービスの情
報提供が出来た

③本市の場合、守口市、四條畷市との広域
連合による執行体制をとっていることか
ら、３市における事業格差や市民へのサー
ビス受給の格差が生じないよう事業全体へ
の検証を続けることが求められる

今後も高齢者数及び高
齢化率の上昇が見込ま
れるため、適切な要介
護認定及び保険給付の
みならず、家族介護者
の支援や介護の予防に
ついても重点的に進め
ていく

門真市、守口
市、四條畷市で
構成される連合
で、事業格差や
市民サービス等
平等に介護支援
が提供され安心
してサービスが
受けられるよう
取り組む必要が
ある

高齢福祉課
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1 1 性と生殖に
関する健康
と権利（リ
プロダク
ティヴ・ヘ
ルス／ライ
ツ）に関す
る啓発

女性の人権として、
性と生殖に関する健
康と権利（リプロダ
クティヴ・ヘルス／
ライツ）の正しい概
念を周知します

広報紙やホーム
ページなどを利用
した周知・啓発を
行う

①毎年男女共同参画週間に三日間連続講座
を実施し、そのうちの１日に大阪国際大学
人間科学部の西岡准教授をお招きし「リプ
ロダクティヴ・ヘルス/ライツ」の講演会を
行なった

②昨年度は第2次プランができた初年度であ
るため、原点に戻った内容で講演会を実施
できた

③リプロダクティヴ・ヘルス/ライツという
言葉の認知度が低いため引き続き啓発が必
要

広報紙やホームページ
などを利用した周知・
啓発にあわせ講演会等
での啓発に努める

「リプロダク
ティヴ・ヘルス
/ライツ」とい
う言葉の認知度
が低い状況とさ
れ、できるだけ
理解を深められ
るような学習を
実施する必要が
ある

人権政策課

性の尊重に
関する教育
の推進

性と生殖に関して健
康であることの重要
性や性感染症、ＨＩ
Ｖ／エイズなどに関
する正しい知識の普
及啓発を進めます

ポスター掲示やパ
ンフレットなどを
窓口に設置し啓発
に努めます

①保健センター館内の健診フロアに薬物乱
用や性感染症等に関するポスター等を掲示
し啓発を行った

②健康に重大な影響を及ぼし害を促進しな
いよう正しい知識の普及を進めることがで
きた

③保健所、庁内関係機関と連携し、薬物等
は健康に重大な影響があることの知識の普
及に努める

保健センター館内の窓
口にポスター掲示やパ
ンフレット等設置し啓
発するとともに、関係
機関と協力し薬物乱用
等は心身に重大な影響
があることの情報提供
に努める

薬物や性に関し
ては比較的気軽
に体験できてし
まうとされる
が、薬物乱用や
性感染の状況は
直接見えにくい
現状にあると考
える。講座等を
開催し実態の紹
介等啓発に努め
てほしい

健康増進課

性の尊重に
関する教育
の推進

性と生殖に関して健
康であることの重要
性や性感染症、ＨＩ
Ｖ／エイズなどに関
する正しい知識の普
及啓発を進めます

発達段階に応じた
性教育に取り組
み、正しい知識の
普及啓発が進むよ
う、男女平等教育
推進委員会等で、
情報共有や意見交
流を行う

①性感染症やHIV/エイズについてのポス
ターやパンフレットを各校に配布し、啓発
を行った。また、男女平等教育推進委員会
を通して、講師を招き性同一性障害の講演
会を行った

②様々な視点から性教育の授業が各校にお
いて進んでいる

③継続的な啓発が今後も必要である

発達段階に応じた性教
育に取り組み、正しい
知識の普及啓発が進む
よう、男女平等教育推
進委員会等で、情報共
有や意見交流を行う

学校教育現場で
発達段階に応
じ、性に関する
正しい知識を習
得できるよう継
続して取り組ん
でほしい

学校教育課

担当課

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していくましょう

方針 施策
施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成24年度の
事業目標

平成24年度の
①推進状況　②評価　③改善点

生
涯
を
通
じ
た
男
女
の
健
康
支
援

生涯を通
じ男女が
健康を保
持・増進
できるよ
う、心身
の健康に
関する啓
発・教育
を進める

平成25年度
の事業目標

審議会の意見
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男女の健康
に関する啓
発

男女の健康に関する
啓発について、生活
習慣病予防教室や骨
粗しょう症予防教室
などを開催し、広報
紙などを活用し、市
民が受講しやすい内
容に努めます

市民の健康の増進
に寄与することを
目的に、各種教室
を継続して実施し
する

①生活習慣病予防教室延７０人、糖尿病予
防教室延５７人、骨粗しょう症予防教室延
９０人の参加者があり、微増傾向にある

②各教室を実施し、市民の健康の増進に寄
与することができた

③各種教室の内容を充実させるため、市民
からの意見を参考にして各教室を実効性あ
るものにする

市民の健康の増進に寄
与することを目的に、
各種教室を継続して開
催し市民の意見を取り
入れる

高齢者が増加す
る社会状況にあ
り、健康に関し
て関心が高まっ
ている。各教室
が活発に使用さ
れており、さら
に参加者が増加
するためのPR
に取り組む必要
がある

健康増進課

飲酒、喫
煙、薬物乱
用防止対策
などの推進

医師会や保健所など
の関係機関、学校、
家庭、地域などとの
連携により、飲酒、
喫煙、薬物乱用防止
対策に努めます

各機関との連携を
図りながら、周知
啓発に努めます

①歯科健康展や健康展、キッズカーニバル
など、大勢の市民が来所するイベント時
に、パンフレットの設置、ポスターや教育
媒体の展示を行い、多くの来所者に興味を
持って見てもらえた

②特にたばこの禁煙指導媒体（たばこの
タールそのものを紹介）を用いた禁煙啓発
は来所者の反応が良く、たばこ害の周知啓
発活動を行えた

③キッズカーニバルや歯科健康展等の場で
健康保持・増進に関する情報提供に努め周
知啓発を図る

保健所や医師会等の関
係機関と連携を図りな
がら、健康保持等の周
知啓発に努める

健康増進法の施
行から、飲酒・
喫煙に限らず食
生活や運動に及
ぶまで生活習慣
に関する正しい
知識が必要であ
るが、年次毎に
事業目標を考慮
して取り組み、
常に指導する立
場を継続される
ことが望まれる

健康増進課

妊娠や出産
などに関す
る健康支援

飛び込み出産の防止
や妊娠高血圧症候
群、貧血の早期発見
など、妊婦の健康の
保持・増進を図るた
め、妊婦健康診査の
周知と受診の促進を
図ります。また、相
談や乳幼児健診、訪
問活動など、母子の
健康の保持・増進を
図ります

さらなる妊婦健診
の受診勧奨に努め
ます。乳幼児健
診・家庭訪問等の
母子保健事業につ
いても、継続的に
実施します

①ホームページやポータルサイトなど様々
な媒体を通じ、妊婦健診の周知と受診の促
進を図った。妊婦健康診査受診者一人当た
り受診回数　12.9回であった。また、保健
師による相談や健診、訪問活動等の他ママ
パパ教室、日曜日に開催するサンデーママ
パパ教室についても実施した

②23年度一人当たり受診回数13.3回で、
24年度はやや減少した

③母子健康手帳と同時に配布している妊婦
健診補助を交付する際に、妊婦健診の勧奨
を行い受診の促進を図る

妊婦健診の受診勧奨に
努めるとともに、乳幼
児健診・家庭訪問等の
母子保健事業を継続的
に実施し妊産婦・乳幼
児の健康の保持・増進
を図る

引き続き妊婦健
診の受診勧奨に
取り組みなが
ら、共働きのサ
ンデー教室につ
いても男女が子
育てに参加でき
るように継続し
て実施されるこ
とが望まれる

健康増進課2 生涯各期
に応じた
健康対策
を進める
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乳幼児期か
らの食育の
推進

健康づくりの基礎と
なる乳幼児期に、適
切な食習慣の確立や
食を通じた豊かな人
間性の構築、家族の
関係づくりなどを深
めるため、食生活の
重要性について、総
合的な食育の推進を
図ります

門真市食育推進計
画を策定し、関係
機関と連携を図り
ながら推進できる
よう体制作りをし
ます

①門真市健康増進計画・食育推進計画策定
年であり、庁内14課で構成するワーキング
チームを立ち上げ、今後、健康・食育に関
する推進体制等を検討する

②計画策定年であり、26年度から前年評価
を行う

③25年度に改善点を検証していく

関係機関とも連携を図
りながら、門真市健康
増進計画・食育推進計
画の推進体制を充実さ
せ計画に取り組む

推進体制検討段
階の年度であ
り、施策内容に
ついてはワーキ
ングチームによ
る具体的な体制
の提言をまって
審議会としての
評価を行う。計
画どおりの進行
に関しては、そ
のままの推進を
願う

健康増進課

成人・高齢
期における
健康づくり
の推進

死因や要介護等認定
の原因疾患の男女の
違いなどを踏まえ、
がん検診の受診や疾
病に関する正しい知
識の啓発を進めま
す。また、心の健康
相談の充実に努めま
す

がん検診やその他
検診についての周
知、受診勧奨に努
めます。健康相談
を受ける中で、心
の問題など必要な
場合は適切な窓口
紹介などをして、
支援をつなぎます

①広報や一般健診あるいは歯科健康展や健
康展などの機会に、ポスターやちらしなど
で受診勧奨を実施した。また、心の健康相
談については毎週保健師による面談・電話
健康相談を実施するなかで、不安の傾聴、
助言など行い、必要な場合窓口紹介を行っ
ている

②女性のがんについて受診率の伸びがあま
り良くない。心の健康相談は保健所事業で
あるが、必要な人に紹介して相談につなぐ
ことができた

③がん検診（乳がん・子宮がん・大腸が
ん）については、国の補助事業（無料クー
ポン）や集団検診実施の周知PRを行い受診
率の向上を図る。心の健康相談について
は、保健所等関係機関・関係各課との連携
強化を図る

がん検診やその他検診
についての周知、受診
勧奨に努め受診増を図
る。また、健康相談を
受ける中で、心の問題
など適切な窓口紹介を
し充実した相談支援を
進める

検診の受診率向上
のために、告知の
方法への工夫が必
要。広報や展示会
ポスターでは、こ
れを読む市民にし
か伝わらない。一
つの方策である
が、医師等に協力
を求め、受診の際
に患者に対する制
度告知を行っても
らう等はどうか。
小児科や歯科医ま
で広範な医師に協
力を求めれば、特
に女性への制度の
告知に資すると思
われる（男性は就
労先から告知があ
ることが多く、勤
務先による健康診
断も通常）。心の
健康相談は、市民
に対する積極的告
知が難しいが、各
種相談受付窓口が
即時適切に紹介で
きる体制の確立が
求められる

健康増進課
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健康づくり
を意識した
運動習慣の
促進

生涯を通じ、健康づ
くりを意識した運動
の習慣づけをめざ
し、啓発を行うとと
もに、年代や体力に
応じたスポーツ活動
を促進します

スポーツ団体との
協働による事業を
展開することによ
り、気軽にスポー
ツ活動に参加でき
る機会と環境整備
を進めます。

①スポーツ団体が主催する下記の大会事業
に対し補助金を交付した。（門真市民総合
体育会・北河内体育振興会等、門真市ス
ポーツ少年大会本部事業）参加者合計
4588人、交付金総額750,000円
スポーツ団体の協力の下、次の大会を実施
した。（北河内地区総合体育大会，大阪府
総合体育大会，三島・北河内地区対抗柔道
大会,北河内地区駅伝競走大会)参加者合計
387人

②各種大会の実施を通じて、市民のスポー
ツ振興が行えた

③スポーツ団体への効果的な支援に努める
とともに、市民総合体育大会のあり方につ
いて検討する

各スポーツ団体が実施
するイベント等の事業
に幅広い市民の参加を
促し、スポーツを通し
て市民の健康増進を図
る

市民のスポーツ
参加の機会の増
加のための施策
ないし事業とし
てさらなる発展
を願う。ただ、
各種団体への資
金を伴う以上、
公平性はもとよ
り、費用対効果
の検証や、一部
市民のみの利益
になっていない
か、より一層幅
広い団体との連
携（による市民
スポーツの機会
の発展）等、政
策的に発展的な
検証が望まれる

スポーツ振興課　

健康づくり
を意識した
運動習慣の
促進

生涯を通じ、健康づ
くりを意識した運動
の習慣づけをめざ
し、啓発を行うとと
もに、年代や体力に
応じたスポーツ活動
を促進します

関係期間と連携
し、歩こうよ・歩
こうね運動等のス
ポーツ活動の促進
を行う

①関係機関と連携し、歩こうよ・歩こうね
運動等のスポーツ活動の促進を行った

②高齢者が気軽に参加できる運動を推奨す
ることにより、高齢者の健康維持・増進を
図れた

③高齢者がこの運動を自主的に取り組むこ
とにより、閉じこもりの予防にもなり、高
齢者の健康の維持に繋がるため、参加人
数・達成者の増加を目指す

関係機関と連携し、歩
こうよ・歩こうね運動
等のスポーツ活動の促
進を行う

歩行という運動
を推進するとい
う施策ないし事
業は益々重要
で、本年度の推
進のさらなる発
展を願う。市と
しては、歩行が
安心して行える
外的環境整備や
高齢者だけでな
い市民全体に対
する啓蒙も行う
ことが望まれる

高齢福祉課

ひとり親家
庭に対する
支援

母子家庭等ひとり親
家庭の自立支援を計
画的に進めます

平成23年3月策定
の第2次ひとり親家
庭等自立促進計画
に基づき、本計画
の推進に努める

①母子自立支援相談受付件数 293件

②広報掲載など、相談先の周知啓発に努め
るとともに、相談体制の充実を図り、関係
各課及び関係機関と連携強化に努めた

③関係各課及び関係機関と連携強化を図る

第２次ひとり親家庭等
自立促進計画の推進に
努める

多くの相談を受
けていただき、
また、連携強化
を図っていただ
いており継続を
望む

子ども課2 さ
ま
ざ
ま
な
困
難
を
抱

1 困難な状
況に置か
れた人々
の課題解
決のため
の支援を
強化する
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高齢者に対
する支援

介護保険サービスの
提供を進め、地域で
の自立した生活を支
援するための事業を
推進します

自立した生活を送
る事が出来るよ
う、介護保険サー
ビスの情報提供を
図り、必要な方に
介護保険サービス
が提供されるよう
努める

①高齢者の自立した生活を助ける為の事業
であり、保険リスクの分散、財政の安定化
等、一元化したサービスの質の向上や広域
的な調整によるサービス基盤の構築を目指
す

②門真市、守口市、四條畷市と連携を行う
ことにより、格差のない介護サービスの情
報提供が出来た

③本市の場合、守口市、四條畷市との広域
連合による執行体制をとっていることか
ら、３市における事業格差や市民へのサー
ビス受給の格差が生じないよう事業全体へ
の検証を続けることが求められる

今後も高齢者数及び高
齢化率の上昇が見込ま
れるため、適切な要介
護認定及び保険給付の
みならず、家族介護者
の支援や介護の予防に
ついても重点的に進め
ていく

守口市や四條畷
市との広域連合
による体制をう
まく活用し取り
組んでいただき
継続を望む

高齢福祉課

障がいのあ
る児童に対
する支援

障がいのある子ども
が、地域で社会の一
員として主体的に生
きる力を高められる
ように、関係機関な
どと連携し、ライフ
ステージに合った福
祉・保健・医療など
を支援します

これまでの障がい
福祉サービス・地
域生活支援事業に
加え、Ｈ.24年度児
童福祉法の改正に
伴い、新しく創設
された障がい児通
所支援の提供を進
め、保護者の負担
を軽減するととも
に、障がい児の療
育を推進します

①障がい福祉サービス・地域生活支援事業
のサービスとともに、創設された障がい児
通所支援の利用を推進した

②障がい児通所支援の利用が進み、障がい
児を養育されている保護者の負担軽減や継
続的な療育を提供することが出来た

③今後も障がい児サービスについて市ホー
ムページ・福祉のしおり等で継続して周知
を行う

Ｈ２５年４月の児童福
祉法改正・障害者総合
支援法施行に伴い、難
病を有する児童が障が
い児支援の対象となっ
たことから、児童福祉
法・障害者総合支援法
に基づく障害児支援の
利用を推進する

障がい児通所支
援を勧めていた
だき継続した周
知に取り組んで
ほしい

障がい福祉課

障がいのあ
る人に対す
る支援

障がい福祉サービス
の提供を進め、地域
での自立した生活を
支援するための事業
を推進します

障がい福祉サービ
ス・地域生活支援
事業等の提供を進
め、障がい者の自
立に向けた支援を
行います

①障がい福祉サービス・地域生活支援事業
のサービス提供を実施した

②利用者は増加しており、自立した生活の
支援につながった

③市ホームページ・福祉のしおり等で対象
者に継続して周知を行う

Ｈ２５年４月の障害者
総合支援法施行に伴
い、新たに難病等の
方々がサービスの利用
対象となったことか
ら、より一層必要な
サービスの利用を推進
し、自立に向けた支援
を行なう

障がい福祉サー
ビス・地域支援
事業のサービス
をうまくはじめ
ていただいてい
る

障がい福祉課

え
る
人
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
環
境
の
整
備
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生活が困窮
している人
に対する自
立支援

生活が困窮している
人への相談や指導・
助言を行い、自立に
向けた支援に努めま
す

生活が困窮してい
る人等への支援策
として、住宅手当
緊急特別措置事業
および門真市援護
資金貸付事業を実
施し、委託相談事
業としてコミュニ
ティソーシャル
ワーカー配置事
業、総合相談事業
を実施している。
これらの事業を実
施・充実させてい
くとともに、窓口
間の情報提供、つ
なぎ機能の強化な
どの有機的連携を
図っていく

①住宅手当緊急特別措置事業による住居費
の扶助および門真市援護資金貸付事業によ
る生活費の貸付により、生活困窮者に対し
自立にむけた支援を図っている。また、委
託相談事業として実施しているコミュニ
ティソーシャルワーカー配置事業、総合相
談事業により、市民の多様な相談に対応
し、問題解決に努めた

②各相談事業間の連携を強化し、支援策を
包括的に検討することでより様々な相談に
対応することが可能となった

③課題を抱えた方がすぐに相談できるよう
周知に努めるとともに、自発的に窓口に相
談に来ない方への支援について検討を行う

生活が困窮している人
等への支援策として、
住宅支援給付事業およ
び門真市援護資金貸付
事業を実施し、委託相
談事業としてコミュニ
ティソーシャルワー
カー配置事業、総合相
談事業を実施してい
る。これらの事業を実
施・充実させていくと
ともに、窓口間の情報
提供、つなぎ機能の強
化などの有機的連携を
図っていく

課題を抱えた方
への相談、支援
等を適切に行っ
ていただいてお
り実効性ある取
り組みを継続す
ることが必要

福祉政策課　

生活が困窮
している人
に対する自
立支援

生活が困窮している
人への相談や指導・
助言を行い、自立に
向けた支援に努めま
す

関係各課及び課内
に配置した相談員
（就労支援員等）
を活用し、生活困
窮者（生活保護受
給者）の自立支援
に努めます

①課内に相談員（就労支援員等）を配置し
就労支援等の相談を行うことにより、生活
困窮者（生活保護受給者）の自立支援を
行った

②課内に相談員（就労支援等）を配置する
ことにより生活困窮者（生活保護受給者）
の自立の助長につながった

③課内の相談員（就労支援員等）の人数を
増やし、さらに生活困窮者（生活保護受給
者）の自立支援を行う

関係各課及び課内に配
置した相談員（就労支
援員等）を活用し、生
活困窮者（生活保護受
給者）の自立支援に努
める

相談員の方の配
置等が十分適切
に行われている
と感じており、
さらなる支援に
努めることが必
要

保護課

就労困難者
に対する就
労支援

母子家庭の母や寡
婦、高齢者や障がい
のある人など、就労
が困難な人の就労を
促進するため、ハ
ローワーク等関係機
関と連携し、就労機
会の確保・拡大に努
めます

就労困難者の相談
件数と就労件数の
増

①国や大阪府等からの技能の向上、資格取
得のための職業訓練等のチラシを市内公共
施設に配置し、就労相談時にも情報提供及
び周知を図った

②就労相談時に、職業訓練等の情報提供す
る場合があり効果的な周知が図れた

③ハローワーク等との連携を強化し、就労
相談とともに就労支援に努める

職業訓練等の情報提供
とともに、ハローワー
クとの連携強化を図
り、ひとりでも多くの
就職困難者が就労でき
るように努める

職業訓練により
資格取得をめざ
し、就職に繋げ
ることは大切で
ありハローワー
クとの連携を深
める必要がある

産業振興課
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小地域活動
の推進

地域の高齢者や障が
いのある人、子育て
中の親子など支援を
必要とする人々が住
み慣れたまちで安心
して生活できるよう
に、地域住民の参加
と協力による支え合
い、助け合いの取り
組み「小地域活動」
を推進し、地域力の
強化を図ります

引き続き、門真市
社会福祉協議会が
実施する小地域
ネットワーク活動
に対し補助金を交
付するとともに、
よりきめ細やかか
つ実効的な事業が
実施できるようま
仕組みづくり、助
言を行っていく

①門真市社会福祉協議会が実施する小地域
ネットワーク活動に対し補助金を交付した

②補助金の交付により地域住民の「小地域
活動」を支援することにより、地域力の向
上につながった

③主体となる地域住民がより効果的に活動
がおこなえるような仕組みづくりや助言を
引き続き検討していく

引き続き、門真市社会
福祉協議会が実施する
小地域ネットワーク活
動に対し補助金を交付
するとともに、よりき
め細やかかつ実効的な
事業が実施できるよう
な仕組みづくりや助言
を行っていく

小地域内での
ネットワークは
重要な位置づけ
であり、地域力
強化の推進に一
層の取り組みを
進めてほしい

福祉政策課　

情報提供の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、生活情報や行政
サービス情報などを
提供します

人権相談や女性の
ための相談、関係
機関、各課と連携
し、行政サービス
情報などを提供し
ていく

①広報かどま4月号、9月号、10月号、12
月号、毎年12月の発刊している「人権週間
特集号」に相談窓口の記事を掲載、また市
ホームページに相談窓口の内容を掲載した

②定期的に相談窓口の記事を掲載できた

③さらなる周知の機会

広報やホームページだ
けでなく、講演会開催
時に情報提供するな
ど、困難な状況にある
女性が安心できる情報
提供を行う

関係諸機関およ
び庁内各課の連
携を密にし、困
難な状況にある
女性への情報提
供機会をさらに
増やしてほしい

人権政策課

相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

人権相談や女性の
ための相談、人権
擁護委員の相談な
ど関係機関、各課
と連携し、相談体
制の充実を図る

①各相談窓口の相談件数
人権相談156件
女性のための相談９件
人権擁護委員の相談5件

②人権相談に関しては毎年100件以上の相
談件数があるが、女性のための相談、人権
擁護委員の相談は件数が10件未満である

③人権相談、人権擁護委員の相談、女性の
ための相談の相談窓口等のチラシを、イベ
ントや人権講座開催時に配布し周知してい
く

人権相談や女性のため
の相談、人権擁護委員
の相談を引き続き実施
するとともに、関係機
関や庁内各課と連携
し、相談体制の充実を
図る

人権侵害事象等
に対応するため
の人権教育の強
化が必要。相談
事業では、市民
が相談時に気軽
に対応できる環
境づくりを希望
する

人権政策課

2 女性であ
ることで
複合的に
困難な状
況に置か
れている
人々への
対策を進
める
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相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

相談体制の充実を
図るとともに、関
係各課及び関係機
関と連携強化に努
める

①相談者のニーズに応じて関係各課及び関
係機関との連携強化に努めた

②広報掲載など、相談先の周知啓発に努
め、相談体制の充実を図った

③関係各課及び関係機関と連携強化を図る

相談体制の充実を図る
とともに、関係各課及
関係機関と連携強化に
努める

基本目標に沿っ
た方針、施策に
関して、きめ細
かく重複する課
題もあり担当者
の細分化で相談
者が迷わない連
携が必要

子ども課

相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

障がいのある女性
や外国人からの相
談に対応するとと
もに、Ｈ24.10月
障害者虐待防止法
の施行に伴い、よ
り一層関係機関と
連携強化を図り人
権擁護に取り組み
ます。

①障がいのある女性・高齢者からの相談、
障害者虐待防止法に関わる相談等に関係機
関と連携して対応した

②関係機関との連携によりスムーズに問題
に対応し、取り組めた

③研修などを通じ、継続的に相談支援体制
の強化に努める

障がいのある女性や高
齢者等に加え、障害者
総合支援法施行に伴う
難病等の方々に対し
て、関係機関と連携強
化を図ってさまざまな
相談に対し支援を行う

個々の問題に対
する相談体制の
充実は相談者に
安心を与えるこ
とになり、この
目標は継続と更
なる充実を図っ
てほしい

障がい福祉課

相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

母子家庭や寡婦、
障がいのある女
性、外国人女性の
生活保護受給者者
世帯について関係
各課及び機関と連
携を図ると共に、
専任の面接相談員
を配置し、人権侵
害などの事情への
総合的な対応に努
めます

①関係各課及び関係機関と連携を図るとと
もに、専任の面接相談員を配置し、母子家
庭や寡婦、障がいのある女性、外国人女性
の生活保護受給者世帯への対応を行った

②関係各課及び関係機関と連携を図るとと
もに、専任の面接相談員を配置することに
より、人権侵害などの事情への対応がきめ
細かく行えるようになった

③関係各課及び関係機関との連携を今後も
きめ細かく行っていくとともに専任の面接
相談員の充実を図る

母子家庭や寡婦、障が
いのある女性、外国人
女性の生活保護受給者
世帯について関係各課
及び機関と連携を図る
と共に、専任の面接相
談員を配置し、人権侵
害などの事情への総合
的な対応に努める

対応する職員の
専門性向上のた
めの、研鑽の機
会を多く与えら
れる様に願う

保護課
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相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

関係機関との連携
強化を図ります

①保健師が窓口や訪問、電話等により、母
子家庭や障がいのある女性、外国人女性な
どの相談等支援に対応し、必要に応じて、
関係課や関係機関と連携し支援を行った

②保健師のみの体制でなく複数の関係各課
と連携することで、相談者に対し充実した
きめ細かい対応やサービスが提供できた

③関係各課・関係機関との連携強化を図る
とともに、保健師が能力向上のために受講
する各種専門研修を活用し対応していく

関係機関・関係各課と
の連携強化を図り、保
健師が総合的に対応で
きるよう努める

保健師の専門性
向上のための、
各種専門研修へ
の機会を多く与
えられる様努め
てほしい

健康増進課

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

人権相談や女性の
ための相談、人権
擁護委員の相談な
ど関係機関、各課
と連携し、相談体
制の充実を図る

①大阪府や法務局の関係機関、関係課と連
携し人権相談、人権擁護委員の相談、女性
のための相談を実施している

②大阪府や法務局、庁内関係機関と連携し
対応の充実に努めることができた

③どのような相談ケースにも対応できるよ
うさらなる連携が必要

人権相談や女性のため
の相談、人権擁護委員
の相談において関係各
課や関係機関等との連
携を図り相談対応の充
実に努める

相談者に対し
て、相談後の
フォロー等に取
り組んでほしい

人権政策課

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

相談体制の充実を
図るとともに、関
係各課及び関係機
関と連携強化に努
める

①相談内容に応じて、専門の相談員が対応
し、支援の充実を図った。また、関係各課
及び関係機関と連携強化に努めることで、
より総合的な支援体制の構築に努めた

②広報啓発など、相談先の周知啓発に努
め、相談体制の充実を図った

③関係各課及び関係機関との円滑な連携強
化を図り、相談体制の充実を図る

相談体制の充実を図る
とともに、関係各課及
び関係機関と連携強化
に努める

職員の専門性向
上のための、研
修を進める等研
鑽の機会を多く
与え充実を図っ
てほしい

子ども課

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

障がい者が抱える
様々な問題に対し
て、相談に対応
し、悩みや困難の
解決に向けて関係
機関と連携して取
り組みます

①障がい者が抱える様々な問題に関係機関
と連携して取り組んだ

②複合的な問題にも関係機関と連携して対
応した

③さまざまな問題を抱える障がい者の相談
に対応できるよう、さらに関係機関との連
携協力体制を強化する

障がいのある女性・高
齢者・外国人や難病等
を抱える方々に相談体
制の充実を図り、関係
機関と連携し支援に努
める

相談体制のさら
なる充実と、相
談者とのパイプ
役として現場と
どのように連携
し解決に繋ぐの
か相談対応の強
化を希望する

障がい福祉課
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複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

複合的な問題を抱
えた生活保護受給
者世帯の悩みや困
難を解決するため
関係各課及び関係
機関と連携を図る
と共に、課内の相
談員（子ども健全
育成相談員等）を
活用することによ
り問題の解決に努
めます

①関係各課及び関係機関と連携を図るとと
もに課内の相談員（子ども健全育成相談
員）を活用することにより、複合的な問題
を抱えた生活保護受給者世帯の悩みや困難
を解決し、世帯の自立助長を行った

②関係各課及び関係機関と連携を図るとと
もに課内の相談員（子ども健全育成相談
員）を活用することにより、悩みや困難が
解消され世帯の自立助長が図られた

③関係各課及び関係機関と連携をきめ細や
かに行うとともに課内の相談員（子ども健
全育成相談員）を増員するなどの強化を行
う

複合的な問題を抱えた
生活保護受給者世帯の
悩みや困難を解決する
ため関係各課及び関係
機関と連携を図るとと
もに、課内の相談員
（子ども健全育成相談
員等）を活用すること
により問題の解決に努
める

相談者に応じた
自立支援や世帯
における悩みや
困難が、解消さ
れること等自立
助成が図られて
おり継続した取
り組みを希望す
る

保護課

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

関係機関との連携
強化を図ります

①家庭内問題（DV・虐待・金銭・不就労
等）を抱える家庭が増加しており、関係課
や関係機関と連携し支援、措置を行ってい
る

②庁内各課との連携は不可欠であり、家庭
内の困難を解決するための連携が図れた

③関係各課・関係機関との連携強化を図り
対応する

家庭内問題を抱える家
庭の問題解決のため関
係各課・関係機関との
連携による対応の充実
を図る

行政の対応につ
いて関係課との
連携が図られて
おり、意欲ある
支援が行われて
いる。継続した
取り組みを希望
する

健康増進課
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